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はじめに 
 

2050 年のカーボンニュートラルに向け、運輸部門へのニーズは大きく、中でも自動車部門にお

ける取り組みが非常に重要となる。自動車からの温室効果ガスの排出削減に向け、世界各国で車

両の電動化を加速する取組みが始まっているが、これらの自動車も、再生可能エネルギー由来の

クリーンな電力を供給することができなければ、温室効果ガス排出量削減効果は限定的となる。 

太陽光発電や風力発電といった再生可能エネルギーの加速度的な導入により、発電部門におけ

る温室効果ガスの排出削減が進む一方で、そのエネルギー需要の大部分を化石燃料に頼っている

運輸部門にとって、現状の温室効果ガス削減目標を上回る削減を達成するためには、革新的な技

術開発が不可欠である。 

こうした状況をふまえ、国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）は、

NEDO 事業により開発した革新的で高性能な太陽電池（超高効率太陽電池）を搭載した太陽光発

電システム搭載自動車の公道実証走行を 2019 年より開始しており i,ii、2020 年度に発足した「太

陽光発電主力電源化推進技術開発」において、太陽光発電システム搭載自動車の本格的実用化の

基盤となる様々な技術開発や調査研究を推進している。 

また、太陽光発電システム搭載自動車検討委員会（事務局：みずほリサーチ＆テクノロジーズ

㈱）を設置し、高効率の太陽電池を自動車に搭載することにより期待される効果、実現に向けて

取り組むべき課題を検討してきており、2018 年 1 月に運輸部門の CO2排出量削減に貢献できる可

能性などを示した iii。続いて、自動車に搭載した太陽電池が受光・取得可能な日射量や発電電力

量は建物の屋根・屋上などとは異なるため、定量的な評価が必要であることから、日本国内の二

つの地点（北海道および宮崎県）において自動車の取得日射量の計測を試行し、2019 年 4 月にそ

の結果を取りまとめた iv。2023 年 2 月には、太陽光発電システム搭載自動車を巡る動向を概観す

るとともに、2019 年より開始している太陽光発電システム搭載自動車の公道実証走行により得ら

れている主要な成果、ならびに、今後の本格的実用化に向けた基盤となる技術に係る取り組み状

況を取りまとめた v。 

本報告書は、太陽光発電システム搭載自動車検討委員会において、太陽光発電システム搭載自

動車を巡る動向を概観し、普及により期待される効果を試算するとともに、太陽光発電システム

搭載自動車の実用化に向け、NEDO が中心となり実施してきている事業により得られている主要

な成果の一部、ならびに今後の課題と展望を取りまとめたものである。 
 

 
i NEDO：ニュースリリース「世界最高水準の高効率太陽電池を搭載した電動車の公道走行実証を開

始」（2019 年 7 月 4 日）（https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101150.html） 
ii NEDO：ニュースリリース「世界最高水準の高効率な太陽電池セルを活用し、電気自動車用太陽電

池パネルを製作」（2020 年 7 月 6 日）（https://www.nedo.go.jp/news/press/AA5_101326.html） 
iii NEDO：「太陽光発電システム搭載自動車検討委員会中間報告書」（2018 年 1 月）

（https://www.nedo.go.jp/content/100873452.pdf） 
iv NEDO：「太陽光発電システム搭載自動車検討委員会中間報告書（２）「太陽光発電システム搭載自

動車の取得日射量に関する予備的検討」」（2019 年 4 月）

（https://www.nedo.go.jp/content/100892361.pdf） 
v NEDO：「太陽光発電システム搭載自動車検討委員会中間報告書（３）「太陽光発電システム搭載自

動車の実証走行と実用化に向けた取り組み」」（2023 年 2 月）

（https://www.nedo.go.jp/content/100961854.pdf） 



第 1 章 太陽光発電システム搭載自動車を巡る動向と期待される効果 
 
近年、世界中の国々が CO2排出量低減への取り組みを強化している。自動車業界全体でも、脱炭

素化への取り組みに注力している。自動車の世界生産台数は、2000 年代初頭は約 6,000 万台であっ

たが、2023 年には 9,000 万台以上に増加している 1。また、全世界の自動車保有台数は 2022 年末に

16 億台を超えた。今後も、新興国の経済発展などに伴い、年間生産台数および保有台数ともに増加

していくことが予想されている 2。 

自動車からの CO2排出量低減のため、ハイブリット車（Hybrid Electric Vehicle：HEV と略す）、プ

ラグインハイブリット車（Plug-in Hybrid Electric Vehicle：PHEV と略す）、燃料電池車（Fuel Cell Electric 

Vehicle：FCEV と略す）、電気自動車（Battery Electric Vehicle：BEV と略す）など多くの環境対応（電

動）車の開発が各社で加速されている。特に、2022 年以降には石油依存に対する経済安全保障上の

リスク回避、低コスト化を背景として、BEV の新車販売台数が増加しており、2022 年は前年比+54%、

2023 年は前年比+35%となっている 3。 

一方、輸送分野以外に目を向けると、例えば、住宅、電力分野では、CO2 排出削減の取り組みの

有望な対策として太陽光をはじめとする再生可能エネルギー利用が進められている。現在では、多

くの国で再生可能エネルギーが最も安価な電源となり、その重要性がますます高まっている。 

太陽光発電システムを電気自動車（プラグインハイブリッド自動車含む）に搭載し、その発電

電力を車両の走行に利用することにより、系統電力の外部からの充電と比較した CO2 排出の削減、

外部からの充電頻度の低減などの効果が期待される 4。そして、自動車の電動化の促進に向けた世

界的な動きとも相俟って、搭載する太陽光発電出力は大きくはないものの、太陽光発電システム

搭載自動車は、徐々にではあるが、市場化に向けた動きが見られ始めている。また、太陽光発電

性能の向上も含め、太陽光発電システム搭載自動車の本格的実用化に向けた技術開発等も実施さ

れている。 

ここでは、太陽光発電システム搭載自動車の市場化および実用化に向けた取り組みの概略、な

らびに太陽光発電システム搭載自動車の普及拡大により期待される効果の試算結果を示す。 

 
1.1 太陽光発電システム搭載自動車を巡る動向 
1.1.1 市場化等の動向 
(1) 乗用車への太陽光発電搭載 
太陽電池の自動車への搭載は、古くは 1980 年代に提案され、1990 年代初頭に始まった。1991

年に発売されたマツダ・センティアや 1993 年に発売された Audi A6 にてサンルーフに太陽電池が

搭載された。搭載された太陽電池の定格出力は数十 W で、太陽電池の発電電力は、ファンを駆動

して室内を換気するシステムに利用された。2009 年に発売された第 3 世代プリウスにも同様の太

陽光発電システムが搭載された。翌年発売された日産リーフでは、搭載された太陽電池による補

器（12V）バッテリーの充電が実現した。しかし、車載された太陽電池の発電電力で走行する自動

車は最近まで販売されていなかった。その後、米国フォード社による太陽電池を電動車両のエネ

ルギー源とするコンセプトカーの発表（2014 年 1 月）後、さまざまな自動車会社が太陽電池を動

力源として電動車両を動かす可能性の検討を始めた。 
表 1.1-1 に、太陽光発電電力を駆動源に利用する太陽光発電システムを搭載している乗用車の例

（現在市販されているもの、開発中であるもののほか開発から撤退したものも含む）を示す。 
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表 1.1-1 太陽光発電電力を駆動源に利用する太陽光発電システム搭載自動車（乗用車）の例 
自動車名称 
(メーカー) 

カテ 
ゴリ 

太陽電池 
容量(W) 

バッテリー 
容量(kWh) 

車両重量 
(kg) 

電費 
(km/kWh) 

航続可能 
距離（km） 

太陽電池 

価格 ステータス*1 

Prius (4th)5 
(Toyota) 

PHEV 180 W6 8.8 1,510 ― ― 
288,000
円 7 

販売中 
（2017 年～） 

Prius (5th)8 
(Toyota) PHEV (186 W)*2 51 (Ah) 1,570 6.6~8.9 ― 286,000

円 
販売中 

（2023 年～） 
Karma 
Revero9,10 
(Karma) 

PHEV 200 W 28 2,296  ― ― ― 
販売中 

（2020 年） 

Sonata11 
(Hyundai) 

HEV 205 W ― 
1,584 

～1,595 
― ― $5,400*3 

販売中 
（2020 年～） 

bz4x12 
(Toyota) 

BEV 225 W13 71.4 
2,195 

～2,285 
6.8~8.8 540~559 

286,000
円 

販売中 
（2022 年～） 

IONIQ 514 
(Hyundai) 

BEV 205 W 58～72.6 
1,870 

～2,100 
7.0~7.6 498~618 $3,000 

販売中 
（2022 年～） 

Cybertruck15 
(Tesla) 

BEV 
現状は

PV 搭載

無し 
― ― ― ― ― 

販売中 
（2023 年～） 

Vision  
EQXX16 
(Mercedes) 

BEV ― 100 1,755 11.5 1,000~ ― ― 

*1: 2024 年 10 月時点 *2: 文献 17より Prius（4th）モデルの太陽電池出力から推計 

*3: 太陽電池を搭載するモデルと搭載しないモデルの価格差であり、純粋な太陽電池の価格差ではない点に注意 

 

車載太陽電池で駆動用の高電圧バッテリーを充電するシステムは、2017 年に販売開始したプリ

ウス PHEV において、世界で初めて量産化された。プリウス PHEV には、出力 180 W の結晶シリ

コン太陽電池がオプション搭載されており、太陽電池のみで駆動する自動車ではないが、太陽電

池の発電電力による航続距離は最大 6.1 km/日と計算されている。また、2023 年に販売開始された

第 5 世代のプリウスでは、モジュール面積を 10%削減しつつ、効率が 15%改善したことを発表 17 して

いる。その後、2020 年に Karma Revero（定格出力 200 W）、2020 年に現代自動車の Sonata HEV な

ど、車載太陽電池の発電による走行を可能としたモデルが発売されている。Sonata HEV はシャシ

ールーフに 205 W の LG 製太陽電池モジュールを搭載し（同車種の最上位モデルのみ搭載）、この

モジュールは 46 セルによって構成され、表面には曲面ガラスを採用している。太陽電池が発電し

た電力を直接駆動用バッテリーに充電するシステムで、バッファ用のサブバッテリーに充電する

プリウス PHEV とは異なるシステムを採用している。 
2022 年以降の動向を見ると、搭載される太陽電池モジュール容量が大きくなり、市場製品のバ

リエーションも多様化する傾向にある。トヨタ自動車は SUV タイプの BEV である bz4x を 2022

年より販売を開始し、オプションとして、太陽光発電による充電システム（ソーラー充電システ

ム）を搭載することが可能である。同車種は駆動用電池と補機バッテリーを搭載しており、駐車

中は駆動用電池を充電し、走行中は補機バッテリー系統の消費を補うことで走行距離の向上に貢

献するとしている。欧州では、ドイツのベンチャー企業である Sono Motors が Sion、オランダの

ベンチャー企業である Lightyear が Lightyear 0 をそれぞれ開発していた。いずれも BEV で、Sono 

Motors の Sion はシャシー上面だけではなく、側面・背面にもセルを具備し、1.2 kW（1,200 W）の

太陽電池を搭載するモデルであった 18。また、太陽電池カバーは従来のガラスではなく、耐擦性・
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軽量性に優れたポリマーを採用する一方、Lightyear 0 はボンネットからシャシー上部の全てに太

陽電池セルを搭載し、1 kW の容量を達成していた 19。しかし、Sono Motors は 2023 年 2 月に太陽

電池搭載 BEV の開発計画を中断し、バス・トラック等の大型車両や乗用車向けに後付でも取付可

能な PV キットを開発するソリューション企業へと転換した。また、Lightyear も Lightyear 0 の開

発計画は中断し、後続機である Lightyear2 への開発に注力することが発表された。また PV 搭載自

動車を販売していた Fisker 社は、EV 需要の鈍化に加え、同社が販売していた「Ocean」のソフト

ウェアに関連するリコールが発表されており、2024 年 6 月に連邦破産法第 11 条の適用を申請し

た。このように、近年では開発・販売の方針を転換したり、メーカーが生産から撤退する動きも

見られるようになっており、特にベンチャー企業において市場化・量産化の課題に直面している

ことが考えられる。 

 

(2) 大型車両への太陽光発電搭載 
近年、前述の車載太陽電池キットを提供する企業へと転換した Sono Motors を始めとして、多くの企

業でバス・トラック・トレーラーなどの大型車両（HDV：Heavy Duty Vehicle）への太陽光発電搭載に

向けた開発が盛んとなっている。太陽光発電システムを搭載している大型車両の例を表 1.1-2 に示す。 

物流大手 DHL からスピンアウトした英国 Trailar 社は薄膜 CIGS 太陽電池をトレーラーの屋根

に搭載し、車両の燃料消費を抑えるシステムを開発し、実用化している。このシステムはトラッ

ク、トレーラー、バス、ゴミ収集車等に幅広く適用が可能である。薄膜太陽電池を搭載するメリ

ットとして、モジュールが薄いため、本電池の設置による車両の再登録が不要となることが挙げ

られている。現在、本システムを搭載する顧客は DHL 以外にも、英国 Loyal Mail、Go-Ahead Group、
シンガポールの ALBA Group でも採用が広まっており、2024 年 10 月現在、パートナー企業は 16

社にのぼっている。オランダの IM Efficiency でも、箱型トレーラーの屋根に太陽電池を設置する

取り組みを展開している 20。設置する太陽電池は現状、結晶 Si モジュールで、トレーラー屋根へ

の設置に加え、側面への設置可能性や効果についても検討を行っている。また、先述した Sono 

Motors は太陽光発電モジュールを搭載した車両開発のノウハウを活用し、バス等の HDV 搭載用

のキットを開発しており、実際にハイブリッドバスへ導入し、実走行における導入効果を検証し

ている。欧州の研究機関では、ドイツの Fraunhofer ISE は太陽電池モジュールを搭載した貨物輸

送・電動トラックの実証試験を実施している。実証用貨物輸送・電動トラックに 3.5 kW の太陽電

池モジュール、800 V の高圧バッテリーを搭載しており、トラックの使用エネルギーの 5～10%を

充足できるとされている。その他欧州では、スウェーデン、スイス、イタリア、イギリス等でも

HDV の研究開発が行われている。中国では香港バスが BYD の BEV バスに太陽電池モジュールを

導入しており、発電電力はバス内照明・空調システムに使用されており、モジュール無しの場合

と比較して、電費の改善率は 5～8%になると見られる。 

トラックへの太陽光発電利用は日本でも取り組みが始まっており、ナガサキロジスティクス㈱

は、10t 冷凍車の箱の上に太陽電池モジュールを搭載する実証実験に車両を提供した。薄膜太陽電

池を搭載し、燃費が 10%以上向上するとしている。同社は 2024 年 9 月に同ソリューションの商用

化を開始する予定である。 

国内企業の動向として、みずほリース株式会社と丸紅株式会社が共同で出資する米国の冷凍・

冷蔵トレーラーリース・レンタル会社である PLM Fleet では、Advanced Energy Machines の設計・

製造を行う冷蔵・冷凍ユニットを備えたトレーラーに、太陽電池モジュールと蓄電池システムを
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搭載し、2020 年 12 月より納入を開始している 21。太陽電池で発電された電力は、トレーラー下部

に設置された蓄電池システムに給電され、冷凍・冷蔵トレーラー用のみに使用される。この取り

組みの背景として、米国ではカリフォルニア州を中心にゼロ・エミッション化への取り組みが進

められており、ディーゼルエンジンを使用するトレーラー等のハイブリッド化・電化に注目が高

まっていることがある。 
 

表 1.1-2 太陽光発電電力を利用する太陽光発電システム搭載自動車（大型車両）の例 

事業者名 カテゴリ 開発国 
太陽電池
容量 

バッテリー 
容量 

導入効果 

Trailar22,23 

トレーラー 

バス 

トラック 

英国 
カテゴリに

より異なる 

導入する車両

に依存 

太陽電池 1.5kW を導入できるバスの場

合は、年間で 4,800t-CO2（燃料換算で

1.8kL）の削減が可能。 

IM efficiency トレーラー オランダ 
1 枚あた

り 430W 
～4kWh 

年間で 1～3kL の燃料削減、また 3～9t

の CO2 を削減可能。 

ナガサキロジ

スティクス 24 

冷凍 

トレーラー 
日本 

125W/ 枚

×4 枚 25 
不明 

走行条件・使用車両等で変化するが、

10%程度の燃費向上が可能。 

PLM Fleet26 
冷蔵 

トレーラー 
米国 不明 137 kWh 

蓄電池単体では 14 時間以上の稼働が可

能、PV 稼働時には 20 時間以上の稼働

が可能。 

Fraunhofer 

ISE27,28 
トラック ドイツ 3.5 kW 不明 

トラック全体の使用エネルギーの

5~10%が充足可能。 

香港バス、 

BYD 
バス 中国 不明 

不明 
（航続 300km） 

PV 由来の電力はバス内の照明・空調シ
ステムに使用され、電費改善率は 5～
8%程度見込まれる。 

Sono Motors バス ドイツ 1.4 kW 
導入する車両
に依存 

ハイブリッドバスへの導入効果を実走
行（実際の定期路線を走行）することに
よって検証中 

Scania トレーラー 
スウェーデ
ン 13.2 kW 300 kWh 

当該発電システムの導入によって年間
8,000 kWh の PV による発電を予測 

Peak 

Evolution 
トラック 

スイス 
オーストリ
ア 

7.4 kW 90 kWh 

高高度登頂のために地面と屋根面に 4

枚常設し、地上に 16 枚のパネルを広げ
て充電。 

Multitrax 

Volvo 

FOUR 

トレーラー イタリア 5.16 kW 540 kWh 
荷台リフトの上下動のための動力とし
て PV 電力を供給。 

Capsolar トレーラー カナダ 5.6 kW 不明 
1 回あたりの航続距離を 30～40%延長
可能 

SUNSWAP 

JS Davidson 
トレーラー イギリス 不明 不明 

既存トレーラー（冷蔵）に導入可能。冷
蔵配送時の影響なし 

PXP 
東プレ 

トラック 日本 不明 不明 

国内の物流車両に年間 452MW 導入さ
れた場合、年間で 408 kt の CO2削減が
可能 
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(3) 小型車両への太陽光発電搭載 
一般乗用車やトラック・トレーラー以外の小型車でも太陽電池を搭載する動きは広まっている。 
米国のベンチャー企業である Aptera Motors は太陽電池を搭載し、太陽電池の電力だけでも走行

可能な三輪 BEV である Aptera を開発している。空力性能、および転がり抵抗の低減を追求した

設計により、バッテリー容量が 100 kWh のモデルは 1,000 km の航続距離があるとし 29、三輪 BEV

であるため、自動車ではなくモーターサイクルに分類されることから、安全規格面での基準を満

たすことが比較的容易としている 30。また、オランダの Squadmobility 社は、太陽電池をシャシー

屋根面に搭載した軽四輪車を開発している。こちらも自動車ではなく、軽量四輪車カテゴリ（L6e）
に属され、最高時速は 45 km/h 程度と、次世代モビリティの一種として注目を集めている 31。同

国、TUX mobility は、太陽電池モジュールを搭載した小型の貨物輸送用の三輪 EV を開発してお

り、注目を集めている 32。同社は DHL や Amazon 等と連携して、開発を進めている。 

日本国内でも小型車両への太陽電池搭載の動きが見られている。EV ジェネシス社はカルコパイ

ライト型の太陽電池を搭載した 3 輪 EV「3 RUOTA（スリールオータ）」の実証実験を開始した 33。

同モジュールの搭載により、1 日に 15～20km 走行分の電力充電が可能としている。搭載する太陽

電池は PXP 製で電池は 1mm 厚程度で非常に軽量に抑えられている。また、PXP が開発中のペロ

ブスカイトタンデム型の太陽電池にアップグレードした場合は、同じ面積で約 25～30km の走行

が可能となる見込みである。 

 

1.1.2 国内外における実用化・普及促進に向けた取組 
(1) NEDO による研究開発事業の概略 

NEDO では、「太陽光発電主力電源化推進技術開発」（2020～2024 年度）のもと、自動車等の移

動体への搭載を意図した、あるいは応用が可能な低コストで高性能な太陽電池の実用化に向けた

研究開発や、太陽光発電システム搭載自動車の発電量推定技術や想定市場への適合性および効果

を最大化する市場導入モデルの検討手法の開発などを実施してきている（表 1.1-3）。 

これらの研究開発は太陽電池メーカーが中心となり、他の参画企業、研究機関、大学との連携

により進められている。加えて、このような技術開発を加速するため、国内外における研究開発、

市場動向を調査・分析するとともに今後の方向性を議論する動向調査も実施している。動向調査

の一環として実施、参加している「IEA PVPS Task17：PV and Transport」（IEA PVPS：International 

Energy Agency, Photovoltaic Power Systems Programme）は、日本が幹事国（議長）となり推進して

いる IEA 傘下の国際協力プロジェクトである（(4)①参照）。 

また、これらの研究開発に先立ち、NEDO が中心となり、トヨタ自動車㈱、日産自動車㈱、シ

ャープ㈱との協力により、太陽光発電システム搭載自動車がそれぞれ 2019 年度、2020 年度に開

発された（図 1.1-1～2）。これらの実証車は、発電効率 30%を越える超高効率太陽電池を搭載し、

現在も公道における実証走行を実施しており、太陽光発電自体の発電性能に加え、自動車駆動用

電源としての本格利用に向けた様々なデータを取得している。 

本報告書の第 2 章では、一部ではあるが、これらの研究開発や実証走行、動向調査によってこ

れまでに得られている知見の概略を取り纏めている。 
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表 1.1-3 NEDO が実施している移動体用太陽電池、太陽光発電搭載自動車に関する研究開発 34 
「移動体用太陽電池の研究開発／

超高効率モジュール技術開発」 

太陽の照射方向に対し追尾が不要で、かつ AM1.5 でモジュー

ル効率 35%以上を達成可能な太陽電池（多接合 III-V 化合物太

陽電池、III-V/Si などのタンデム型太陽電池など）の高効率化技

術、低コスト化技術、新型セル、モジュール構造、自動車搭載

モジュール化技術などを開発する。 

「移動体用太陽電池の研究開発／

次世代モジュール技術開発」 

結晶シリコンを基盤とした低コストで変換効率 30%以上か

つ曲面追従性を持つモジュールを開発する。例えば、ペロブス

カイト/Si 等のタンデム化技術や 3D 曲面モジュール化技術など

を開発する。 

「多接合型等を対象とした太陽電
池の開発」 

太陽電池の多様な可能性を追求し、更なる導入拡大を図るた
め、小面積でも高い変換効率となる多接合太陽電池や、透過率
と変換効率のトレード・オフを想定した太陽電池の開発を行
う。既存の市場に流通している太陽電池の技術制約の解消を目
的として多接合型等高効率太陽電池のセル、ミニモジュールを
開発する。 

「新市場導入に向けた発電量予測
技術の開発」 

年間レベルでの発電量等の太陽光発電効果を推定する技術
を確立し、想定する市場（移動体等）への適合性を判断できる
技術を開発する。 

「移動体用太陽電池の動向調査」 IEA PVPS Task17（PV and Transport）等の活動に参画し、電動

自動車等の移動体への搭載を目指した太陽電池の国内外にお

ける研究開発、市場動向を調査、分析すると共に、今後の方向

性を議論し、移動体分野の研究開発を加速する。 

 

 

  
図 1.1-1 太陽光発電システム搭載自動車実証

車両（1）：プリウスプラグインハイブリッド

（トヨタ自動車㈱）35 

図 1.1-2 太陽光発電システム搭載自動車実証

車両（2）：eNV200（日産自動車㈱）36 
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(2) 日本における移動体向け太陽電池への取り組み 
NEDO による技術開発事業を礎とし、自動車等の移動体への搭載を念頭に置いた太陽電池技術

開発が日本企業により実施されている。 

「移動体用太陽電池の研究開発／超高効率モジュール技術開発」では、シャープエネルギーソ

リューション㈱が中心となり 37、III-V 化合物による太陽電池技術開発を推進しており、上述の太

陽光発電システム搭載自動車には当時の世界最高水準の高効率モジュール（31.17%）が搭載され

ている 36。2023 年 10 月には、化合物・シリコン積層型太陽電池モジュールで世界最高のエネルギ

ー変換効率 33.66%を達成している 38。 
「移動体用太陽電池の研究開発／次世代モジュール技術開発」は㈱カネカが中心となり、ペロブス

カイト／シリコンタンデム太陽電池の実用化技術を開発している 37。試作モジュールを用いた移動体

への適用を想定した評価を実施し、その有効性を検証している。 

「多接合型等を対象とした太陽電池の開発」では、㈱東芝が「Cu2O タンデム型太陽電池の開発」を

手掛けている 37。Cu2O トップセルを高効率化し、タンデムセル変換効率 26%以上を目指している。 

また、NEDO が推進しているグリーンイノベーション基金事業の支援を受け、ペロブスカイト

太陽電池の開発・実用化を進める㈱エネコートテクノロジーズは、トヨタ自動車と共同で車載用

ペロブスカイト太陽電池の開発を開始している 39。 

これらの NEDO 事業の他、カルコパライト太陽電池の独自の製造技術を有する㈱PXP では、自

動車等の移動体への適用が可能なフィルム型 CIGS 太陽電池を開発しており、乗用車屋根への搭

載を試行しているほか、冷凍コンテナへの搭載に取り組んでいる 40。また、CIGS をボトムとした

ペロブスカイトとのタンデム太陽電池の開発も手掛けており、2024 年 4 月には効率 26.5%の達成

を報告している。 

 

(3) 欧米における太陽光発電システム搭載自動車への取り組み 
日本のほか、欧州や米国でも太陽光発電システム搭載自動車の実用化に向けた取り組みが推進され

ている。 

 
① 欧州 

欧州では、EU の” Solar Energy Strategy”41において、自動車等移動体への太陽光発電搭載が今後

の太陽光発電利用の拡大に向けた主要なアプリケーションの一つとして明確に記されており、太

陽光発電研究開発の指針ともなる” Strategic Research and Innovation Agenda for Photovoltaics”42には

コスト低減等の目標が示されている（表 1.1-4） 

また、2023 年に欧州で開始された SolarMOVES プロジェクト 43では、様々なサイズの乗用車や

商用車 23 種を対象とし、想定される代表的な走行パターンに応じたエネルギー消費量やそれらの

車両に太陽光発電を搭載した場合の期待貢献度の推定を行っている 44。今後、幾つかの車両（車

種）を選定し、太陽光発電を搭載した実証走行が実施される予定である。 
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表 1.1-4 欧州：Strategic Research and Innovation Agenda for Photovoltaics に示された太陽光発

電搭載自動車（Vehicle Integrated PV）に関する KPI42 

 

 

② 米国 

米国では、太陽光発電システム搭載自動車への取り組みに先立ち、どのような可能性や期待、

解決すべき課題があるかなど、広く意見を収集する RFI（Request for Information）が、エネルギー

省（DOE：Department of Energy）の Solar Energy Technology Office により、2022 年夏に実施された

45。そして、その結果を踏まえた総括として、トラック等商用車の屋根への設置（VAPV）、乗用車

や商用車屋根等への組み込み（VIPV）が期待され、短期的にはトラック等への VAPV が有望であ

るが、中長期的には VIPV への期待も大きく、自動車関連部局との連携を図り、可能性を追求、推

進していくとの見解が示された 46,47。 

その後、自動車への搭載も含めた、様々な太陽光発電アプリケーションに関する実証事業が立

ち上がり（2023 年 7 月提案公募開始）、太陽光発電システム搭載自動車については、冷蔵トレーラ

ーに太陽光発電搭載を実施するプロジェクトが採択された（2024 年 5 月公表）48。軽量でフレキ

シブルな太陽電池モジュールを冷蔵トレーラー屋根に搭載し（VAPV）、太陽光発電による効果の

検証、信頼性や環境耐性、保守管理などに関する実証が行われる 48,49。 
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(4) 太陽光発電システム搭載自動車に関する国際的な取り組み 
前述のような技術開発や実証事業ではないが、太陽光発電システム搭載自動車の実用化、普及への

貢献を目的とした国際的な取り組みも IEA（ International Energy Agency）や IEC（ International 

Electrotechnical Commission）の傘下で実施されている。 

 

① IEA PVPS Task17 
「IEA PVPS Task17：PV and Transport」（IEA PVPS：International Energy Agency, Photovoltaic Power 

Systems Programme）は、運輸分野への太陽光発電の導入拡大により、中長期的な太陽光発電市場

の拡大、ならびに運輸部門（特に自動車分野）における温室効果ガス排出量の削減に貢献するこ

とを目的とし、日本の提案により発足した IEA 傘下の国際協力プロジェクトである。 

日本がフランスと共同で幹事国（議長）となり、太陽光発電システム搭載自動車や太陽光発電

利用電気自動車充電ステーションに関する動向や実用化により期待される効果分析等を行ってお

り、以下の Subtask から構成されている 50。 

- Subtask 1: Benefits and requirements for PV-powered vehicles 
- Subtask 2: PV-powered applications for electric systems and infrastructures 

- Subtask 3: Potential contribution of PV in transport 

- Subtask 4: Dissemination 

Task17 への参加国は 2024 年末時点で 10 ヶ国、大学や研究機関、企業等からの専門家が集い、

議論を行っている。これまでに作成した技術報告書は IEA PVPS ウェブサイトより公開されてお

り、適宜ご参照いただきたい。 

 

② IEC TC82 PT600 
IEC TC82 は、太陽光発電システムおよび構成機器に関する国際規格を作成している。 

車両（乗用車等）の屋根に搭載される太陽光発電は、曲面（3 次元）形状となることが多く、走

行中に周辺環境により部分影などが生じるため、車載太陽電池の性能評価に必要な手法や条件が

従来型（建物設置や地上設置など）の太陽光発電とは異なってくる。 
そこで、車両搭載太陽電池向けのエネルギー定格に関する標準化を目指す国際協力プロジェク

トとして、PT600 が設立された。このプロジェクトは日本がリーダーとなり、議論を牽引してお

り、以下の技術レポート（Technical Report）の作成を行っている 51。 

- EC TR 6XXXX: Monitoring three-dimensional solar irradiance around the automobile using array of 

pyranometers 

- IEC TR 6XXXX: Modelling solar irradiance and its distribution and its distribution to VIPV affected 
by shading by buildings 
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1.2 太陽光発電システム搭載自動車による期待される効果 
電気自動車（BEV）・プラグインハイブリッド自動車（PHEV）へ太陽光発電を搭載することに

より、充電電力を系統電力から代替することによる系統電力の削減、充電頻度の低減、および CO2

排出量の削減が期待される。他方、太陽光発電の搭載により車重が増加するため、車両の電力消

費量に影響してしまう点を考慮する必要がある。加えて、太陽光発電搭載による効果は走行パタ

ーンだけではなく、搭載する太陽光発電の容量や蓄電池容量によっても変化する。 

ここでは、太陽光発電システム搭載自動車 1 台あたりの効果を試算するとともに、将来的に太

陽光搭載自動車が普及した場合のシナリオ分析を行った。 
 

1.2.1 前提条件等 
電気自動車等の諸元については基本的に過年度までの値を踏襲し、ベース車両としては BEV の

場合に 40 kWh の蓄電池、PHEV の場合に 15 kWh の蓄電池を搭載しているものを想定し、搭載す

る太陽光発電容量は昨年度と同様、200 W から 1,000 W（1 kW）とした。また、蓄電池の製造原単

位は ICCT にて公開されている日本の NMC の値を採用し 52、車重増減による電費・燃費への影響

は、省エネ法トップランナー制度 53にて提示されている車重と燃費の関係式を採用した（ただし、

トップランナー制度で提示されているのは「車重と燃費」の関係式なので、「車重と電費」の関係

性を考慮するにあたっては、車重増加に伴う燃費の変化率を算出し、車重と電費の関係性として

適用した）。走行パターンは昨年度までと同様に 6 パターン（休日利用：A-1（週 2 日：150 km/日、

年間走行距離：15,600 km/年）および A-2（週 2 日：50 km/日、年間走行距離：5,200 km/年）、平日

休日利用：B-1（週 4 日：50 km/日、年間走行距離：10,450 km/年）および B-2（週 4 日：5 km/日、

年間走行距離：1,045 km/年）、平日利用：C-1（週 5 日：50 km/日、年間走行距離：13,050 km/年）

および C-2（週 5 日：15 km/日、年間走行距離：3,915 km/年））を想定した。なお、車両に対して

太陽光発電を搭載することを考える場合、太陽光パネルの搭載に伴って前面投影面積が増加し、

空気抵抗が増加（電費・燃費が悪化）することも懸念されるが、市街地走行の多い国内では相対

的に空気抵抗の影響は小さくなるため、ここでは車重の影響のみを考慮することとした。その他、

系統充電に係る運用の想定として、BEV の場合は太陽光発電を搭載するメリットが大きい運用と

すべく、「走行中に残存電力量が足りなくなれば系統から充電する」とし、PHEV の場合は PHEV

であることのメリット（電気走行を主としつつも、蓄電池の電力量が足りない場合にはガソリン

走行に切り替わる）が大きい運用とすべく「次の日の予定走行距離に照らして蓄電池の残存電力

量が足りない場合に自宅にて系統電力から充電し、走行中に残存電力量が足りなくなればガソリ

ン走行に切り替わる」こととした。その他、将来的に太陽光発搭載自動車が普及していく社会を

見据え、系統電力の排出原単位、太陽光発電および蓄電池製造時の CO2 排出量、および太陽電池

モジュール重量が経年で変化していく場合の試算も行った。 

 

1.2.2 太陽光発電システム搭載自動車に期待される効果（車両 1 台あたり） 
(1) 系統からの充電電力の削減効果（省電力） 

太陽光発電システム搭載による系統からの充電電力の削減効果を図 1.2-1～2 に示す。BEV の場

合、太陽光パネルを搭載することにより電費が悪化するものの、いずれのケースでも系統電力を

削減できている。他方、PHEV の場合、A-1 や B-2 の場合でその効果は小さい。これは、太陽光発

電の利用率が小さいことに起因しており、A-1 の場合は 1 走行あたりの走行距離が大きいため前
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日の系統充電が必須となり、結果的に太陽光発電の恩恵を受けにくく、太陽光発電を搭載する効

果が電費・燃費悪化と相殺されてしまっている。B-2 の場合は逆に 1 走行あたりの走行距離が小

さいため、発電された太陽光発電の電力量の多くが捨てられてしまっている。それ以外のケース

では、PHEV の場合も系統電力の削減に寄与することが示されている。 

 

  

図 1.2-1 太陽光発電システム搭載自動車

（BEV）1 台あたりの系統電力削減効果 
（BEV, 太陽光発電容量 1kW,蓄電池容量 

40kWh） 

図 1.2-2 太陽光発電システム搭載自動車

（PHEV）1 台あたりの系統電力削減効果 
（PHEV, 太陽光発電容量 1kW, 蓄電池容量

15kWh） 
 

(2) 充電頻度削減効果 
太陽光発電システム搭載による系統からの充電回数の削減効果を図 1.2-3～4 に示す。BEV の場

合、いずれのケースでも充電頻度を減らすことに繋がっている。特に B-2 の場合、太陽光発電に

よる電力量だけで賄える形（充電回数ゼロ回）になっている。他方、PHEV の場合、A-1 では充電

回数が増えてしまっている。A-1 は 1 走行あたりの走行距離が大きいため、走行日は充電電力量

を使い切ってしまう形となる。他方、太陽光パネルの ECU 消費電力を賄うため、走行日の次の日

に系統充電からの充電が必須となり、結果的に系統電力からの充電回数が増えてしまっている。

それ以外のケースでは、PHEV の場合も充電回数の削減に大きく寄与することが示されている。 
 

  
図 1.2-3 太陽光発電システム搭載（BEV）に

よる充電頻度削減効果 
（BEV, 太陽光発電容量 1kW, 蓄電池容量

40kWh） 

図 1.2-4 太陽光発電システム搭載（PHEV）
による充電頻度削減効果 

（PHEV, 太陽光発電容量 1kW, 蓄電池容量

15kWh） 
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(3) CO2排出削減効果 
太陽光発電システム搭載自動車 1 台あたりの CO2排出削減効果を図 1.2-5～6 に示す。いずれの

ケースも CO2 排出削減効果を発揮できており、A-1 を除いて BEV の場合も PHEV の場合もその効

果は概ね同程度である。これは、A-2～C-2 において、いずれも太陽光発電電力の利用率が概ね同

程度になっていることに起因している（走行距離が短い B-2 を除いて、いずれのケースも太陽光

発電電力の利用率は高い）。他方で A-1 は BEV と PHEV で大きく異なる結果となっているが、上

記までの理由と同様に、1 走行距離が大きいことに起因している。PHEV で A-1 パターンを走行す

る場合、そのほとんどがガソリン走行となってしまうため、車重の増加による燃費の悪化の影響

が大きく表れている結果となっている。 

 

  
図 1.2-5 太陽光発電システム搭載自動車

（BEV）1 台あたりの CO2排出削減効果 
（BEV, 太陽光発電容量 1kW, 蓄電池容量

40kWh） 

図 1.2-6 太陽光発電システム搭載自動車

（PHEV）1 台あたりの CO2排出削減効果 
（PHEV, 太陽光発電容量 1kW, 蓄電池容量

15kWh） 
 

(4) 電費による効果変動の試算 
上記の試算においては、既存の BEV や PHEV に太陽光発電システムを搭載することを前提と

している。他方、太陽光発電システム搭載自動車の普及が進むには時間がかかると想定されるな

か、普及が進む時点では BEV や PHEV の電費・燃費が現状よりも改善している可能性が高い。そ

こで、ベース車両の電費・燃費が改善した場合の太陽光発電システムを搭載する効果を試算する

こととした。BEV については、省エネトップランナー制度にて想定されている現在の BEV の基

準値と 2030 年以降に想定されている BEV の基準値の比を取り、その値を既存のベース車両の電

費に乗じることで改善後の電費の値として採用した。PHEV については、電費は BEV と同様の考

え方を採用し、燃費は約 1,400 kg の自動車（ベース車両の車重から、想定される蓄電池重量を減

算）が省エネトップランナー制度にて求められる燃費の改善率を採用し、既存のベース車両の燃

費に乗じることで改善後の燃費の値として採用した。 

BEV におけるそれぞれの効果は図 1.2-7～9 に示すとおりであり、走行距離が比較的大きいパタ

ーンにおいて系統電力削減効果や CO2 排出削減効果が大きくなり、短いパターンでは逆の結果と

なっている。1.2.3 に示すシナリオ分析では、PHEV についても同様の試算を行ったうえで、改善

後の電費・燃費による試算結果を用いている。 
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図 1.2-7 電費の違いによる系統電力削減効果 
（BEV, 太陽光発電容量 1kW, 蓄電池容量

40kWh） 

図 1.2-8 電費の違いによる充電頻度削減効果 
（BEV, 太陽光発電容量 1kW, 蓄電池容量

40kWh） 

 

図 1.2-9 電費の違いによる CO2排出削減効果 
（BEV, 太陽光発電容量 1kW, 蓄電池容量 40kWh） 

 

1.2.3 太陽光発電システム搭載自動車の普及による効果（シナリオ分析） 
将来の太陽光発電システム搭載自動車の普及見通しを想定し、日本国内における太陽光発電シ

ステム搭載自動車の普及による効果に関するシナリオ分析を行った。 

富士経済「2023 年度版 HEV、EV 関連市場徹底分析調査」54における 2030～2035 年の販売台数

見通しの傾向を維持するものと想定し、国内のEVおよび PHEVの販売台数の見通しを算出した。

ただし、2035 年までに新車販売に占める電動車比率を 100%とする目標を踏まえ、2035 年までに

内燃車販売見通しのうち一部が電動車へ置き換わるものとした補正を行った。直近動向から自動

車の使用年数は 13 年と想定し、前述の販売台数見通しから普及台数見通しを算出した。 

電動車に占める太陽光発電搭載自動車の比率を 3 パターン（早期普及：2050 年に搭載率 100%、

普及中位：2060 年に搭載率 100%、普及低位：2070 年に搭載率 100%）設定することで、日本にお

ける太陽光発電搭載自動車の普及見通しを作成した。 

1 台あたりに搭載される太陽光発電パネルの容量は、2025 年に販売される自動車に対しては直

近の商用化事例を踏まえて 200W とし、搭載容量 1,000W を上限として搭載容量の増加ペースを

変動させた 2 パターン（搭載容量高位：毎年 40W 増加、搭載容量低位：毎年 20W 増加）での分

析を行った。また、系統電力の CO2排出量は、World Energy Outlook 2023（WEO2023）55の現行政

策シナリオ（Stated Policies Scenario：STEPS）の系統電力の CO2 排出原単位の想定値を使用した。 
太陽光発電システム搭載自動車 1 台あたりで期待される効果は前述の分析結果を使用した。走行

パターンにより CO2排出削減効果が負となる場合があるが、自動車販売時に CO2排出削減効果が
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正となる場合のみに太陽光発電が搭載されるものと想定した。1 台あたりの分析では 6 種類の走

行パターンでの分析を行っており、日本国内の自動車台数を前述の 6 種の走行パターンへの按分

を行った。按分には、Kimura らの研究 56,57における日本国内 5,000 台の走行パターンの調査結果

を使用した。 

これらの想定から、日本における太陽光発電搭載自動車の普及による CO2 排出削減効果および

系統電力消費削減効果を図 1.2-8～9 に示す。2050 年の BEV および PHEV の普及台数は、ケース

によって BEV1,600～2,800 万台、PHEV170～360 万台となり、CO2排出削減効果は、早期普及×搭

載容量高位ケースでは 2040 年代に 50 万 tCO2 を上回る見通しとなった。以降、A-1 および B-2 パ

ターンで、系統電力の CO2 排出係数の減少に伴って CO2削減効果が負となることから、国内にお

ける PV 搭載自動車による CO2 排出削減効果は減少するものの、早期普及×搭載容量高位ケース

における2050年度のCO2排出削減効果は約35万 tCO2となる。World Energy Outlook 2023（WEO2023）

の発表制約シナリオ（Announced Pledges Scenario：APS）では、2050 年の日本の輸送部門での CO2

排出量は 1,900 万 tCO2とされており、太陽光発電搭載自動車の導入により、内燃車から電動車へ

の移行がなされてからさらに約 2%の追加的な排出量削減に繋がる可能性がある。 
前述のとおり、CO2 排出削減効果は系統電力の CO2排出係数の減少に伴って 2040 年半ばから減

少するものの、系統電力削減効果は全てのケースで 2050 年度にかけて増加傾向となり、2050 年

に 6,300～17,000 GWh となる見通し。WEO2023 の APS における 2050 年の輸送部門の電力消費量

見通しは 593 PJ（164,722 GWh）であり、前述の系統電力削減効果の試算結果はこの 3.8～10.3%に

相当する。また、自動車への太陽光発電の搭載により電気自動車の充電回数の削減が期待される

が、前述の想定に基づくと、導入当初は太陽光発電の搭載に伴う重量増加により充電回数が増加

するものの、2050 年には、2 億～5.4 億回の充電回数削減が期待される。充電回数の削減により、

電気自動車の普及により必要となる充電インフラ等の社会コストの削減にも繋がると考えられる。 

 

  
図 1.2-8 日本における太陽光発電システム搭

載自動車による CO2排出削減効果の見通し 
図 1.2-9 日本における太陽光発電システム搭

載自動車による系統電力消費削減効果の見通

し 
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第 2 章 太陽光発電システム搭載自動車の実証走行等から得られた知見 
 
運輸部門からの CO2 排出量は全世界の排出の約 21%を占め、その中の約 39%が乗用車からの排

出と報告されており 1、CO2排出量低減のため、世界各社で環境対応（電動）車の開発が加速され

ている。プラグインハイブリッド自動車（PHEV）や電気自動車（BEV）のように大容量の蓄電池

が搭載された車両（電動車）は再生可能エネルギーとの相性が良く、中でも太陽電池は構造が板

状のため、車載に適している。 

輸送分野における太陽エネルギー応用（太陽電池車載による走行）は多くの研究が報告されて

いるものの、量産車のレベルでは発展途上の状況であるが、NEDO では、自動車メーカーとの協

力により、太陽電池を搭載し、駆動用電源として利用（太陽光発電が車両走行の電力を供給）す

る乗用車を開発し、公道における実証走行を実施している。 

太陽光発電システム搭載自動車の市場化は、乗用車よりも商用車の方が早いとみる向きもある。

国内外で様々な取り組みが行われ始めており、NEDO においても、効果的な市場投入方法の検討手

法を開発する実証プロジェクトを実施している。 

また、自動車への太陽光発電システムの搭載は、建物や地上への設置とは異なる条件での使用とな

ることから、信頼性評価やレジリエンスなど、太陽光発電システム搭載自動車の市場化・普及促進を

支えるための取り組みも並行して行われている。 

ここでは、太陽光発電システム搭載自動車の実証走行をはじめとする NEDO が推進しているプ

ロジェクトについて、これまでに得られた主要な知見を概説する。 

 
表 本章にて取り上げる太陽光発電システム搭載自動車関連プロジェクトと主なポイント 

乗用車への太陽光発電搭載 プラグインハイブリッド自動車 発電電力量と走行可能距離、

曲面を有する車載面の日射

量・発電量の評価 

電気自動車 発電電力量と充電頻度削減効

果、日射変動に対する性能の

評価 

商用車への太陽光発電搭載 電動商用車 太陽光発電搭載による効果の

定量評価技術の開発 

内燃機関走行トラック・トレー

ラー 

太陽光発電搭載による実証走

行と設計技術の開発 

乗用車搭載用太陽電池モジュールの信頼性評価 信頼性評価項目の調査・検討

と信頼性試験の実施 

車載太陽電池によるレジリエンス効果 災害等による非常時における

独立電源としての効果 
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2.1 乗用車への太陽光発電搭載 
乗用車への太陽光発電搭載は欧州のスタートアップ企業が実用化に向けた開発の先陣を切って

いたが、日本においても NEDO が実施する技術開発プロジェクトと自動車メーカー（トヨタ自動

車㈱、日産自動車㈱）の協力により、世界に先駆けて、太陽光発電システム搭載自動車の公道に

おける実証走行を開始した。 

この事業の目的は、公道における実証走行を通じて、高効率太陽電池を自動車に搭載すること

による電動車両の航続距離や燃費向上効果を検証するとともに、太陽電池モジュールの発電量や

駆動用バッテリーへの充電量などのデータを検証し、今後の車載用太陽光発電システムの開発の

推進に活用することである。 

ベースとした車両（乗用車）はプラグインハイブリッド自動車と電気自動車で、世界最高水準

の高効率太陽電池セル（変換効率 34%以上）を用い、1kW 級の定格発電電力を有する太陽電池モジュ

ールを搭載している。ここでは、太陽光発電を搭載した PHEV および BEV の実証走行によりこれ

までに得られた主要な知見と今後の課題を概説する。 

 
表 2.1-1 太陽光発電システム搭載乗用車の実証車両 

ベース車両 プラグインハイブリッド自動車 

プリウス（トヨタ自動車） 

電気自動車 

eNV200（日産自動車） 

太陽電池定格出力 860 W 1,150 W 

太陽電池セル Ⅲ-Ⅴ族化合物太陽電池（シャープ）、発電効率：>34% 

蓄電池容量 8.8 kWh 40 kWh 

 
2.1.1 プラグインハイブリッド自動車への太陽光発電システムの搭載：発電電力量と走行可能距

離、曲面を有する車載面の日射量・発電量の評価 
(1) 実証試験の目的と車両諸元 

トヨタ自動車㈱では、NEDO、シャープ㈱と共同で、市販のプリウス PHEV（バッテリ容量 8.8 

kWh）のルーフやフード、バックドアなどに変換効率が 30%を超える III-V 族化合物 3 接合型太陽

電池を搭載し、定格発電電力を約860 Wまで高めた実証車を製作した（図2.1-1）。実証を用いて、

2019 年 7 月から、車載太陽光発電による走行距離や充電回数の低減効果を明らかにすることを目

的に、公道走行実証を実施している。 
プリウス PHEVには結晶 Si 太陽電

池モジュール 1 枚ほどを搭載した車

両を市販しているが、実証車両では

大幅に発電電力を向上させたことに

加え、市販車両では駐車中にのみ行

っている駆動用バッテリーへの充電

を、実証車では走行中にも行えるシ

ステムを採用し、車両航続距離や燃

費の大幅向上を見込んでいる。 

 
図 2.1-1 太陽光発電を搭載した PHEV 実証車 
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表 2.1-2 実証車両と従来型製品との比較 
車両 

性能項目 
「プリウス PHV」 

（ソーラー充電システム装着車） 実証車 

太陽電池セルの変換効率 22.5% 34%以上 

定格発電電力 180 W 約 860 W 

駐車時の駆動用バッテリーへの最

大充電電力量（日当たり） EV 航続距離 6.1 km 相当 EV 航続距離 44.5 km 相当 

走行時の駆動用･補機バッテリー

系統への最大充電･給電電力量

（日当たり） 

カーナビなどに使用する補機

バッテリー系統にのみ電力を

供給 
EV 航続距離 56.3 km 相当 

 

(2) 発電電力量と走行可能距離 
太陽電池の性能によらず、太陽電池搭載による効果の度合いは実際の走行パターンによって大

きく左右される。そこで、実際の市場・ユーザーによる現実的な走行パターンとして、表 2.1-3 に

示す走行パターンに沿った条件で、愛知県内において、実証走行試験を行った。 

 
表 2.1-3 実証走行試験の走行パターン 

 
 

実証走行試験の代表的な結果として、走行パターン A で得られた結果を以下に示す。パターン

A では、午前と午後にそれぞれ 35 km（1 日の合計走行距離は 70 km）の走行を行い、このパター

ンにおける車両走行電力消費率は約 10.1 km/kWhと計測された。 
図 2.1-2は、実証車に搭載された太陽電池の発電量とバッテリー残量（State Of Charge: SOC）の

変化を示したものである。SOC は、午前の走行により 66%から 24%に低下したが、走行後（午前

10 時から午後 3 時まで）の屋外駐車の間に車載太陽電池による発電電力の充電により、58%に増

加した。データは 2020 年 6 月に取得したものであるが、この日の車載太陽電池による発電電力量

は約 4 kWh/日であり、車載太陽電池での発電により 30 km/日の走行が可能であることが実験的に

確かめられた。 
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図 2.1-2 実証車に搭載した太陽電池の発電量と駆動バッテリー残量の推移 
 

図 2.1-3 には、車載太陽電池での走行距離と一日当たりの日射量の測定結果を示す。日射量は、

実証車の外板に取り付けられた複数の日射計で測定された平均値で、データは 2021 年 9 月に取得

したものである。太陽光発電での走行距離は一日当たり日射量と比例関係にあり、比例定数は 5.9 

（km/(kWh/m2)）と見積もられた。例えば、東京の年間日射量は約 1,200 kWh/m2/年であり、860 W

の太陽電池を車載することにより、計算上では年間約 7,080 kmの走行が可能ということになる。 
以上の結果から、太陽電池を自動車に搭載することによる効果が実験的に確認できたと言える。 

また、これらの結果に基づき、名古屋の日射量を用いて試算したところ、CO2 排出量が 62%削

減することが可能という結果が得られた 2。 

 

 
図 2.1-3 太陽エネルギーによる走行距離と日射量の関係 

 

(3) 車載曲面における日射量・発電量の解析 
① 発電量予測へのアプローチ 
発電量を予測するためには、日射データ収集のための計測が必要となるが、車載面は道路周辺

の構造物の影の影響を受けやすい上、受光面の向きもさまざまに変化しうる 3。そのため、海外

の研究機関を含め、車載面の日射についてはさまざまな検討がなされてきた。大きく分類すると、

単一の日射計による計測、複数の日射計による計測に分類される（表 2.1-4）。それぞれに得失

があり、目的に応じて使い分けなければならない。日射量を算定する目的では、複数日射計によ
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る計測結果をベースとして、車載面特有のさまざまな擾乱（部分日影など）を確率的にモデル化

してその期待値として日射量を算出する必要がある。 
 

表 2.1-4 日射計種別による計測方法分類 

 単一日射計による計測 4,5,6 複数日射計による同時計測 7,8 

計測・評価方法 セル・モジュール平面への日射量計測 

→発電素子効率、パフォーマンス評価 

3D 日射計測→曲面、不均一日影、部分

日影など総合的な日射評価 

従来法との比較 従来の PV 評価方法をそのまま適用 車載向け日射として開発され、その後、

優秀さが認められて日、独、仏、西など

さまざまな研究機関で採用 

計測等の実施例 産総研商用車実証(NEDO)9 宮大他欧州研究機関（直交 5 軸）10,11 

トヨタ自動車NEDO実証車（斜交10軸） 

特徴・留意事項 モデル検証容易、反面、間違ったモデル

でも特定の経路や季節で計測結果と一致

する危険あり 

モデルが不完全だと冗長計測で誤差が拡

大するため、モデル不完全性の検出が可

能、これを利用して要因解析に活用可能 

 走行実験を通じて車載 PV（セル・モジ

ュール）の発電性能や癖について学ぶの

に便利である反面、ミスリーディングや

Unconscious bias にとらわれやすい。 

さまざまな日射・走行環境で車載 PV が

どのような挙動を示すかが判明し、設計

に適用できる。 

 

また、日射データ収集に関しても、特定のルートで計測するか、ランダムなルートで計測する

か、十分に考慮して使い分ける必要がある。さらに、一般的な発電量指標を提示するには、日射

観測結果を科学的に外挿する必要があるため、何等かのモデル化が必要である。走行実験での日

射量測定結果の集計では特定ルートの特定日時の結果しか得られないが（表 2.1-5）、特定走行ル

ートによる計測は複雑な事象の理解には有効であり、曲面（自己影、ミスマッチング損失）や部

分日影の影響を強く受ける乗用車向け車載太陽電池の解析には有用である。 

 

表 2.1-5 走行ルート別による計測・シミュレーション方法分類 

 特定ルート ランダムルート 確率モデル 

計測方法 特定のルートで何度も走行 

（異なる季節や天候で） 

協力ユーザーを募り、自由に

走行してもらい、データを遠

隔収集 

遮蔽確率など日影環境を確率

モデル化して解析する 

計測等の実施例 NEDO 乗用車実証 

NEDO 商用車実証（産総研） 

Fraunhofer 研、リスボン大 

NEDO 商用車実証（宮大等） 

宮大、リスボン大 

IEC 国際規格（審議中） 

特徴・留意事項 Unconscious bias やミスリーデ

ィングにとらわれやすい（季

節、時刻、天候の偏りにより

さらに bias）。 

公正な発電量データが得られ

るが、リスボン市など特定地

域のデータとなる。 

各地に適用できる発電量指標

が得られるが、モデル自体の

吟味と検証が必要である。 

 パワーモデル開発に有効だが

エネルギーレーティングには

不向き。 

発電性能に及ぼす影響の抽出

が困難。 

エネルギーレーティングには

有効だが、パワーモデルには

不適。 
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乗用車では、3次元曲面車体に実装が必要で、複雑な挙動を示すことから、乗用車向け車載太陽

電池の評価に対しては、技術者による複数日射計の同時計測を特定経路にて繰り返し、高度な解

析を行うことにより、複雑な現象の定量的理解を行うとともに、設計に有用な指針を導き出すこ

とを目指した（表 2.1-6）。 

 

表 2.1-6 乗用車における発電量予測へのアプローチ 

・複数同時日射計測、斜交 10 軸 

・特定ルート 

・曲面太陽電池 

・自己影あり 

・部分日影の影響大 

・多接合太陽電池 

・自社技術者による計測 

・走行中の日影による発電量変動に加え、車高の低い曲面車体に伴う部分日影や曲面損失、

スペクトル変動により発電量変動 

・微分幾何学、部分日影確率など車体曲面に伴う高度な数理モデルの研究開発 
→ 太陽電池搭載乗用車の設計技術開発 

 

② 走行経路 
日射量・発電量の解析に用いたデータの元となる走行経路を図 2.1-4 に示す。データ取得のため

の走行は静岡県内で実施した。 
特に指定の無い限り、それぞれの走行方位は一定と見なして解析した。ただし、この仮定は必

ずしも必要なく、GPS や電子コンパスなどから車体の相対方位は把握できるため、局所座標系を

用いて解析することで、任意の車体方位で、発電量を算出することができる。 

 

 
図 2.1-4 日射量・発電量の解析に用いたデータの元となる実証車の走行経路（静岡県内） 

 
③ 車載曲面における日射量・発電量の補正係数 
乗用車の場合は車体が 3 次元曲面であり、車体そのものの自己影、近接した周辺構造物（ガー

ドレールなど）による部分日影の影響を受けるため、単純に日影確率から算出した日射量で発電
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量を予測することはできない。 

図 2.1-5 は南側が海岸となる日射条件が良好なルートでの走行の計測結果であるが、車体曲面

各部での日射量は理論値 1 を下回る。しかしながら、屋根面に限定すると、部分日影による損失

も年間・時刻を一様にして観測する限り、その影響は、曲面部分日影損失と比較して、左側側面

を除けばそれほど顕著ではなく、曲面太陽電池の微分幾何学的アプローチにより算出および検証

が可能である。 

例外はエンジンフード左側（フード LH の位置）での日射量である。ここは左側面に近く、取

り付け高さも低いことから、ガードレースや植栽などによる不規則な日影の影響を受けやすい。

今回の解析ではこれらのイレギュラーな日影は考慮しなかったため、計算値が過大となっている

が、このような日影環境は地図などから情報収集することはできないため、確率モデルからの期

待値として算入する必要があるであろう。 
 
＜日射計取り付け位置＞ ＜車体曲面各部での日射量（計算と計測との比較）＞ 

  

図 2.1-5 乗用車車体曲面各部での日射量計算値と計測値との比較 

 

この車体曲面由来の日射量揺らぎの度合いは、天候や太陽高度によって大きく変動する。日射

量の時系列変動の一例を図 2.1-6に示す。 
 

 
図 2.1-6 車体曲面各部での日射強度変動の予測値と計測値との比較 
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なお、本解析においては複雑にカーブした市街地の走行も含むため、図 2.1-4 に示した区間毎に

車体方位が一定とすることは困難である。また、長時間の走行での解析となるため、天候状態

（特に直達日射強度と散乱日射強度との比率）を一定と見なすことも無理である。そこで、多変

量解析の技法を用いて、斜交 10 軸の日射計で計測された日射強度バランスから、モデルとの誤差

の自乗が最小になるように、時々刻々の車体方位と天空での直達および散乱日射量（各々周辺構

造物による日影および天空遮蔽による時々刻々の変動の影響を受けるものとする）を算定し、こ

れに対し、微分幾何学的アプローチによる車体曲面各部の日射高度を算出するといった流れで算

定した。ただし、前述のガードレールや植栽などによる近接構造物の影響は算入していない。 
これらの損失量は車体の曲面形状により大きく変動する。したがって、太陽電池搭載車は曲面

での発電挙動に対し細心の注意を払って設計する必要がある。しかしながら、この曲面由来損失

は微分幾何学的アプローチにより計算可能であり、その計算手法については検証されたため、設

計に適用することが可能である。 

曲面車体を覆う太陽電池の発電出力は、日射量分布よりもはるかに複雑であり、車体方位や太

陽高度により大きく変動する。これについても、微分幾何学を用いた解析で発電量を予測するこ

とが可能であるが、特に、エンジンフードやリア部の太陽電池は部分日影の影響も強く受けるの

で、計算値よりも実測値が低く計測される傾向にある。 

曲面の影響は複雑であり、曲面形状や太陽方位、太陽高度、走行方位、部分日影などの影響を

強く受けるため一概に言えないが、補正係数としては表 2.1-7～8 のように算定される。なお、表

の計算は曲面全体ではなく、太陽電池が被覆している領域での計算結果である。また、発電量の

曲面補正係数は、曲面の形状だけでなく、天候状態（調達日射量と散乱日射量との比率）、太陽高

度、走行方位にも強く影響を受ける。ここでは、国際規格 IEC61853-4で規定されているTemperate 

Coastal気候区での標準日射データベースで車両方位を乱数で与えた計算結果を示している。 

曲面損失は浅い直達光が当たると悪化する。一方、浅い直達光は建物の影になりやすい。その

ため、日影損失が大きくなるビル・山間部で小さくなる傾向にある。同様に、自己影の影響を強

く受けるので、エンジンフード、ルーフ前部、ルーフ後部、リア部とブロック化して独自の

MPPT で動作させることにより、自己影の影響を回避して曲面損失を大幅に低減することができ

る。 

なお、表 2.1-8 は曲面太陽電池の計測方法 IEC60904-1-3（現時点、審議中）で計測したモジュー

ル出力に掛け合わせて発電量を計算するときの補正係数であり、曲面を被覆するセルを平面に並

べた時の合計出力に対しては適用できない。 

 
表 2.1-7 水辺面での日射障害物による補正係数 

IEC61853-4 による気候区分類 郊外 住宅地 高層ビル・山間部 

High elevation 0.92 0.68 0.45 

Subtropical arid 0.93 0.69 0.45 

Subtropical coastal 0.92 0.71 0.49 

Temperate coastal 0.90 0.67 0.46 

Temperate continental 0.91 0.66 0.43 

Tropical humid 0.93 0.74 0.54 
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表 2.1-8 車体曲面による補正係数 

 エンジンフード ルーフ前方 ルーフ後方 リア 
日射量補正係数 

（ランダム光線） 
0.914 0.984 0.980 0.919 

発電出力補正係数 
郊外 

IEC61853-4 
Temperate Coastal 

0.952 0.968 0.965 0.966 

発電出力補正係数 
住宅地 

IEC61853-4 
Temperate Coastal 

0.969 0.971 0.966 0.968 

発電出力補正係数 
ビル・山間部 

IEC61853-4 
Temperate Coastal 

0.971 0.975 0.968 0.971 

 
部分日影による損失も、快晴時での走行時に発電出力が急落する頻度をカウントすることによ

り発生確率を計測出来る。太陽高度が高い夏の昼間の運転では概ね数%であるが、太陽高度が低

くなる冬の昼間の運転では 10%という計測結果であった。ただし、住宅地など、架空の電線によ

って頻繁に部分日影がかかる場合などは発生頻度が 20%近くに及ぶ。部分日影による発電急落は、

太陽電池の一部が影になることにより、その部位が直列回路内を流れる電流のボトルネックとな

ることにより発生する電力損失で、一般の太陽光発電システムでも普通に観測される現象である。

ただし、車載太陽電池では、取り付け箇所および走行する道路の日射環境によって高頻度で大き

な影響となって発現するため、発電量評価目的ではこの補正が必要となる。 

・ 部分日影によって発電量が低下した場合、同様に日射量も低下しているため、この部分を

逆補正しないと表 2.1-7 に示した日影による日射補正をダブルカウントしてしまう。部分日

影の大きさの分布はランダムであり、発生時の日射量の低下も概ねその期待値に相当する

50%となる。したがって、影響度については 1/2と算定しなければならない。 
・ 部分日影が発生するのは晴天時のみである。曇天時は直達日射がないので、部分日影損失

が発生しない。部分日影が発生する天候の発現率は概ね日照率に対応し、日本全国平均で

は46%程度である。したがって、年間発電量への影響度を評価する場合、逆補正として0.46

倍しなければならない。 

・ 部分日影によりセルが影となっても、散乱日射量はほぼ不変であるため、全天日射に対す

る散乱日射比率の発電量は確保される。つまり、ほぼゼロとなるわけではない。 
・ 部分日影の原因となる街路樹や標式は、郊外では車体に部分影を落とすことになるが、高

層ビル地区や山間部では、背後の建物や山などの日影になっている場合が多く、日影障害

物が多い地区では部分日影損失割合が高くなるというのは誤った認識である。通常、住宅

地での部分日影発生確率の方がビル・山間部より高くなる場合が多い。 

部分日影に対して頑健なモジュールはさまざまな研究機関から提案されている。また、部分日

影は車載太陽電池のみならず、全ての太陽電池モジュールに共通の問題となるため、2010 年前後

に盛んに研究が行われ、この影響を最小化するための構造については多くの論文が発表された。
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ただし、この効果を検証する実験は、意図的にセルの一部を遮蔽したり（実際には散乱日射分は

セルに入射する）、晴天時の観測結果のみ（実際は曇天時もある）から効果を提示している場合が

多く、現実の天候や日影条件と乖離しているケースもある。この実験結果をそのまま読むと、部

分日影が年間発電量に及ぼす影響は甚大となる等、印象操作に陥ってしまう危険がある。 

日影の影響と同じく、障害物の高さ分布（正確には、日影の輪郭線の高さ分布、および 2 重日

影の可能性を排除）、太陽高度、天候の季節分布、直達日射比率の時刻・季節変動などの重み付け

を行って、1年間で集計することにより、部分日影の影響を期待値として算出することができる。

その結果を表 2.1-9に示す。 
 

表 2.1-9 部分日陰による損失の補正係数 

発電出力補正係数 郊外 住宅地 高層ビル・山間部 

IEC61853-4での全気候区 0.99 0.97 0.98 
 

2.1.2 電気自動車への太陽光発電システムの搭載：発電電力量と充電頻度削減効果、日射変動に

対する性能の評価 
(1) 実証試験の目的と車両諸元 

電気自動車に太陽光発電システムを搭載し、その発電電力を車両駆動用バッテリーに蓄電し、

車両走行として利用する実証実験を開始した。1) 発電量・充電頻度削減の実力把握、2) 部分影に

対する性能評価、3) 走行時の MPPT 性能評価、等を実施することを目的に停車中および公道走行

中の発電性能を取得している。 

図 2.1-7 と図 2.1-8 に実証実験車両の外観と太陽光発電システムの概略を、表 2.1-10 に仕様を示

す。ベース車両には日産自動車の eNV200 を使用しており、太陽光発電システムで発電した電力

は 40kWh の車両駆動用バッテリーに蓄電される。太陽光発電パネル（PV パネル）は、ルーフ、

フード、リアゲートの 3 か所に設置している。また、ルーフの PV パネルは六つ、フードとリア

ゲートの PV パネルはそれぞれ二つの PV モジュールで構成されている。一つのモジュールは複

数の単位セルを直並列接続して構成されており、一つのモジュールにつき、一つの MPPT コンバ

ータが接続され、電力制御を行っている。太陽電池セルはシャープで開発された、モジュール変

換効率 31.17%相当の III-V 化合物 3 接合型太陽電池を使用している 12。PV モジュールの最大電圧

は、日光が一年で最も強い場合でも、安全のために 60V 以下に保たれている。また、ルーフには

日射照度を測定するために日射計を設置している。PV パネルと駆動用バッテリーの間に電力変

換を行うコンバータシステムを接続しており、PV パネルの発電電力制御と電圧変換を行い駆動

用バッテリーへ電力供給する。 

 

 

 
図 2.1-7 実証実験車両の外観 図 2.1-8 実証実験車両の太陽光発電システム 

ルーフ 

フード 
リアゲート 

駆動用バッテリー 

コンバータシステム 
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表 2.1-10 実証実験車両に搭載した太陽光発電システム仕様 

ベース車両（eNV200）諸元 

車両種類 BEV 

バッテリー容量 40kWh 

太陽光発電システム諸元 

 ルーフ フード リアゲート 

セル構造 GaAs-based 3-layer tandem 

セル開発企業 Sharp 

定格発電電力 1150 W 

モジュール数 6 2 2 

モジュール搭載角度 

（水平に対する角度） 
0–20° 20° 

0-20°(open) 

80°(close) 
 

(2) 発電量と走行可能距離、充電頻度削減の実力把握 
① 年間発電電力量と走行可能距離 
i) 実験・算出条件 
実証実験車両で年間を通して発電量評価を行った。搭載した太陽電池システムの最大能力を把

握するため、図 2.1-9 のようにいずれの太陽電池も水平に近づけてリアゲートを水平に展開した

状態で測定した 13。 

 
場所：神奈川県横須賀市 

車両設置状態：南向きに停車しリアゲ

ートを水平に展開 

天候：主に降雨のない日に測定 
 
 

図 2.1-9 発電量評価時の車両 
 

日々の実測結果と以下に示す計算手法を組み合わせて、発電電力から得られる月毎、および年

間の EV 走行可能距離を算出した。具体的には、下式を用いて一日の発電エネルギー（Eg）分の

EV 走行可能距離を算出し、一年分積算した。 

 

EV 走行可能距離(一日の発電エネルギー分) ＝ { 一日の発電エネルギー Eg× c)電費 } 

Eg ＝ { a)一日の日射量 Er × b)日射・発電係数 } 

 
a) 一日の日射量（Er） 

・ NEDO 日射量データベース（METPV-11）14を用いて算出する。 

PV ルーフ 

PV フード 

PV リアゲート

 

- 28 -



・ 日本各地（837 個所）の 20 年間（1990～2009 年）の代表年（平均年、多照年、寡照年）

の日射量データを参照することができ、一年間の日射量を 1 時間毎のデータとして使用

することができる（図 2.1-10）。 

 

 
図 2.1-10 NEDO 日射量データベース 14 

 

b) 日射・発電係数（日射量（Er）と発電エネルギー（Eg）の関係） 
・ 発電量評価実験時に太陽光発電システムの発電電力と、車載日射計が示す日射量を測定

し、その相関関係を算出する（図 2.1-11）。 

・ 日射量（Er）と発電エネルギー（Eg）は、天気や時期によらず、概ね比例の関係である

ため、一次の近似式を使って算出する。 

 

 

図 2.1-11 発電量評価時の発電エネルギーと日射量の関係 
 

c) 電費 
・ 公道走行実験中の電費を使用する。電費は年平均で 6km/kWh だが、エアコンの使用頻度

の違い等によって季節ごとに電費が異なるため、計算には四半期ごとの電費変動を反映

させている。 

 

ii) 年間発電電力量と EV 走行可能距離の算出結果 
図 2.1-12 に月毎の一ヵ月分の発電エネルギーと月平均の一日当たり発電エネルギーを示す。今

回の計算では横浜の平均年の日射量データベースを使用した。 
図 2.1-13 に月毎の一ヵ月分の発電エネルギーから計算した EV 走行可能距離を示す。一年間で

は約 7,100km、一日あたりでは平均で約 20km 走行可能であることがわかった。図 2.1-12 に示す

日射量 [kWh/m2/day] 

発
電
エ
ネ
ル
ギ
ー

 [k
W

h/
da

y]
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ように、一ヵ月の発電エネルギーが多いのは 7 月や 8 月であったが、EV 走行可能距離としては 4

月や 5 月が多い結果となった。これは、季節による電費の違いと晴天日数の違いが影響している。

6月のEV走行可能距離が落ち込んでいるのは梅雨の時期で曇天の日が多いことに起因している。

また、夏と比較して、冬では太陽光発電によって獲得できる EV 走行可能距離が半分程度となっ

た。 

 

  
図 2.1-12 月ごとの発電エネルギーと 
一日当たり発電エネルギー（月平均） 

図 2.1-13 月ごとの EV 走行可能距離 

 

② 充電頻度削減効果 
太陽光発電で EV 駆動用バッテリーを充電することで、充電頻度の削減が期待できる。実証実

験車でその効果を検証した。 
 

i) 算出方法と算出試算条件 
走行パターンは、「太陽光発電システム搭載自動車検討委員会中間報告書」（2018 年 1 月）15に

記載の代表的な自動車利用パターンを参考に、「A：休日利用、B 平日休日利用、C：平日通勤利

用」（表 2.1-11）とした。 

 
表 2.1-11 代表的な自動車利用パターン抜粋 15 
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バッテリーのエネルギー（バッテリー電力残存量：SOC）は、n 日目を基準とした場合、n＋１

日目のバッテリーエネルギー及び太陽電池発電電力の利用率を下式により算出した。算出条件は

表 2.1-12 のとおりである。 

 

𝐸𝐸𝐸𝐸𝐵𝐵𝑎𝑎𝑛𝑛+1 ＝ 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐵𝐵𝐵𝐵_𝑛𝑛 － 𝐷𝐷𝑖𝑖𝐷𝐷𝐷𝐷_𝑛𝑛 ＋ 𝐸𝐸𝐸𝐸𝑆𝑆𝑆𝑆_𝑛𝑛 

𝐸𝐸𝐸𝐸𝐷𝐷𝐷𝐷_𝑛𝑛 ＝ 𝐷𝐷𝑖𝑖𝐷𝐷𝐷𝐷_𝑛𝑛 ÷ 𝐸𝐸𝑓𝑓𝐷𝐷𝐷𝐷_𝑛𝑛 

𝐸𝐸𝐸𝐸𝑆𝑆𝑆𝑆_𝑛𝑛 ＝ 𝐸𝐸𝑓𝑓𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆_𝑛𝑛 × 𝐸𝐸𝐸𝐸𝑆𝑆𝑆𝑆_𝑛𝑛  

If（𝐸𝐸𝐸𝐸𝐵𝐵𝑎𝑎𝑛𝑛+1 ＜ 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐵𝐵𝐵𝐵_𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚） …𝐸𝐸𝐸𝐸𝐵𝐵𝑎𝑎𝑛𝑛+1を𝐸𝐸𝐸𝐸𝐵𝐵𝐵𝐵_𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎で上書き（充電回数＋1 回） 

If（𝐸𝐸𝐸𝐸𝐵𝐵𝑎𝑎𝑛𝑛+1 ＞ 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐵𝐵𝐵𝐵_𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎） …𝐸𝐸𝐸𝐸𝐵𝐵𝑎𝑎𝑛𝑛+1を𝐸𝐸𝐸𝐸𝐵𝐵𝐵𝐵_𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎で上書き（満充電模擬） 

U ＝ 
� 𝐷𝐷𝑖𝑖𝐷𝐷𝐷𝐷_𝑛𝑛×𝐸𝐸𝑓𝑓𝐷𝐷𝐷𝐷_𝑛𝑛

365
𝑛𝑛=1  − � 𝐸𝐸𝐸𝐸𝐶𝐶𝐶𝐶_𝑛𝑛

365
𝑛𝑛=1

� 𝐸𝐸𝐸𝐸𝑆𝑆𝑆𝑆_𝑛𝑛
365
𝑛𝑛=1

 

𝐸𝐸𝐸𝐸𝐵𝐵𝐵𝐵_𝑛𝑛 ：n 日目のバッテリーエネルギー 

𝐸𝐸𝐸𝐸𝐷𝐷𝐷𝐷_𝑛𝑛 ：n 日目の走行用消費エネルギー 

𝐸𝐸𝐸𝐸𝑆𝑆𝑆𝑆_𝑛𝑛 ：n 日目の太陽光発電エネルギー 

𝐸𝐸𝐸𝐸𝐶𝐶𝐶𝐶_𝑛𝑛 ：n 日目の充電エネルギー 

𝐷𝐷𝑖𝑖𝐷𝐷𝐷𝐷_𝑛𝑛 ：n 日目の走行距離 

𝐸𝐸𝑓𝑓𝐷𝐷𝐷𝐷_𝑛𝑛 ：n 日目の電費 

𝐸𝐸𝑓𝑓𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆𝑆_𝑛𝑛 ：n 日目の日射量 

𝐸𝐸𝐸𝐸𝑆𝑆𝑆𝑆_𝑛𝑛 ：n 日目の太陽光発電効率 

𝐸𝐸𝐸𝐸𝐵𝐵𝐵𝐵_𝑚𝑚𝑎𝑎𝑎𝑎 ：バッテリーエネルギー充電上限値 

𝐸𝐸𝐸𝐸𝐵𝐵𝐵𝐵_𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚𝑚 ：バッテリーエネルギー放電下限値 

𝑈𝑈     ：太陽電池発電電力利用率 

 

表 2.1-12 バッテリーエネルギーの算出条件 

日射量 NEDO 日射量データベース（横浜、平均年） 

太陽電池発電効率、電費、走行距離 実証実験結果に基づく値を使用 

バッテリーエネルギー初期値 24 kWh 

バッテリーエネルギー充電上限値 40 kWh 

バッテリーエネルギー放電下限値 8 kWh 

 

ii) 充電頻度削減効果の算出結果 
A 休日利用 

図 2.1-14 に休日 25km/day~200km/day 走行する場合の、太陽光発電有りの場合と無しの場合の

年間の充電回数と、太陽電池発電電力の利用率を示す。充電不要となる運用を達成できるのは走

行距離が 50km までである。図 2.1-14 に示す通り、条件によって利用率や充電回数削減効果がバ

ラバラなのが特徴である。これは、利用する日は休日だけであるため、太陽電池発電電力を十分

に活用できていないことを示している。 
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B 平日休日利用 
図 2.1-15 に平日と休日に 5km/day~100km/day 走行する場合の、太陽光発電有りの場合と無しの

場合の年間の充電回数と、太陽電池発電電力の利用率を示す。充電不要となる運用を達成できる

のは走行距離が 25km/day までであるが、走行距離 50 km/day 以上の人でも、大幅に年間充電回数

を削減できることがわかった。例えば、走行距離 50km/day 圏の場合は、年間充電回数を 65%程

度削減できる見込みである。また、利用率も走行距離 50km/day 以上では 90％程度であり、A 休

日利用と比較して利用する日が多いため、太陽電池発電電力を十分に活用できていることを示し

ている。 
 

C 平日利用 
図 2.1-16 に通勤距離が片道 10km～30km の場合の、太陽光発電有りの場合と無しの場合の年間

の充電回数を示す。充電不要となる運用を達成できるのは通勤距離が 10km までであるが、通期

距離 10km 以上の人でも、大幅に年間充電回数を削減できることがわかった。例えば、通勤距離

25km 圏の場合は、年間充電回数を 48%程度削減できる見込みである。また、利用率も通勤距離

15km 以上では 90％程度であり、A 休日利用と比較して利用する日が多いため、太陽電池発電電

力を十分に活用できていることを示している。 

 

 
図 2.1-14 休日利用時の年間バッテリー充電回数 

 
図 2.1-15 平日休日利用時の年間バッテリー充電回数 
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図 2.1-16 通勤使用時の年間バッテリー充電回数 

 

(3) 日射変動に対する性能評価 
① 日射変動に関する課題 

車載太陽電池システムの特有の課題として、移動体に搭載しているため太陽電池への日射が不

特定な形状とタイミングで遮られ、日射変動が頻繁に起こることが挙げられる。日射変動が起こ

る状況としてはⅰ）車載太陽電池の一部分が影になる状況や、ⅱ）走行中に日射が急激に変動す

る状況がある（表 2.1-13）。以降に、それぞれの日射変動への対応について報告する。 

 

表 2.1-13 車載太陽電池における日射変動が起こる状況 
 ⅰ）部分的な影 ⅱ）過渡的な日射変動 

シーン 

  

課題 

 

 

 

② 部分的な影への対応 
i) 対応策 
図 2.1-17にコンバータシステムを示す。部分的な影に対応するため、太陽電池（PV）モジュー

太陽電池 

建物横に駐車 

⇒太陽電池の半分が影 

影 

太陽電池 

走行中 高架下を通過 

影になっている部分の影響で 

日が当たっている部分の性能も低下 

太陽電池 
影 

日射量の急激な変化に 

発電制御が追い付かない 

時間 

日射量 

発電量 

発電機会損失 
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ルを分割し、それぞれコンバータを搭載することで、個別に Maximum Power Point Tracking

（MPPT）制御できるような構成となっている。また、強電システムへの昇圧機能は後段のコン

バータが機能を担っている。このため、部分影等が生じた場合でも、影になった PV モジュール

の影響を受けることなく、後段のコンバータが影になっていない PV モジュールの電力を昇圧す

ることが可能である 16。 

図 2.1-18は各 PVモジュールの PVセルの接続方法を示している。PVストリングは 16直列した

PV セルで構成され、これを 11 並列にすることで PV モジュールを構成する。この接続方法の影

響により、図 2.1-18の Shadow Aのように影がかかる場合は PV セルの並列方向が影に覆われてい

くので、PVモジュール電圧が下がらずに電流が下がる（図 2.1-19）。一方で Shadow Bのように影

がかかる場合は、PV セルの直列方向が影に覆われるため、面積が増えるに従い PVモジュールの

電流は下がらずに電圧が低下する。電圧が変わらないほうが、コンバータ内の昇圧比の最適点を

維持できるので、Shadow Aのような影のかかり方に対してロバスト性が高いと考えられる。車両

の走行時は Shadow A のような影の移動が支配的なため、この方向の影にロバストとなるように

セルを配置した。 
 

 
図 2.1-17 コンバータシステム概要 13 

 

 
図 2.1-18 太陽電池セルレイアウトと車体及び影との位置関係 
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図 2.1-19 PV モジュールの IV 特性 

 
ii) 評価結果 
図 2.1-18 に示すような二種類の方向から、遮蔽物により人工的な影を作って実験を行った。

Shadow A は前から後ろに流れる影を、Shadow B は左か右に流れる影を模擬している。 

図 2.1-20 に Shadow A と Shadow B の時の影面積に対する正規化したルーフ電力の関係を示す。

なお正規化は影面積率が 0%の時のルーフ電力を用いて実施した。Shadow A は影面積の増加にし

たがい線形的に正規化ルーフ電力も低下したが、Shadow Bは階段状に正規化ルーフ電力が低下し

た。また、Shadow A と比較して Shadow B の方が低下量が多い結果となった。 

図 2.1-21（a）は Shadow A の影面積 17%（1/6）の時の正規化した PV モジュール電力、電圧、

電流である。PV1、PV4 の半分が影に覆われており、モジュール電流は半分になっているが、影

は PV セルの並列方向を覆っているため、モジュール電圧は維持されていることがわかる。その

結果、モジュール電力も影に覆われている分のみ低下していることがわかる。 

図 2.1-21（b）はShadow Bの影面積 12.5%（1/8）の時の正規化したPVモジュール電力、電圧、

電流である。PV1、PV2、PV3 の 1/4 が影に覆われている状態で、モジュール電圧が影面積 0%の

値の 1/4よりも少し低下している。また、電流も影面積 0%の値より少し低下している。これは、

影になった部分のバイパスダイオードを電流が通過した分の電圧降下が発生し、それに伴い

MPPT 制御により新たな最適動作点に移行する中で、電流が下げられたと推察される。 

 

 
図 2.1-20 影面積率と正規化ルーフ発電電力 16 
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図 2.1-21 正規化した PV モジュール電力、電圧、電流 16 

 

② 過渡的な日射変動への対応 
i) 対応策 
図 2.1-17 のコンバータシステムにおいて、各 PV モジュールの動作点を Maximum Power Point 

Tracking（MPPT）制御にて常時更新している。探索の手法としては一般的な山登り法で PV モジ

ュールの動作電圧を変更しながら最大電力となる動作点に追従させている。街路樹の影の下を通

過する場合のように、短時間に複雑な日射変動が発生するような状況では、最大電力点を探索し

ている間に PV モジュールの電圧-電流特性が次々と変化し、最大電力点の到達に時間がかかり、

発電電力の機会損失が発生する場合がある。そこで今回は MPPT 制御の電圧探索範囲を制限する

ことで、日射が頻繁に変動するシーンにおける制御追従性を向上させることを試みた。 

 
ii) 実験方法（公道走行による評価） 
図 2.1-22 に示すように、道路の両脇に街路樹が植えられている場所で MPPT 制御の評価を行っ

た。この場所は日影と日向が繰り返すため、MPPT 制御は追従しにくい場所である。実験方法と

しては、図 2.1-23 に示すように探索開始電圧を変化させ、MPPT 達成率（下式参照）を測定する。

MPPT 達成率は日射量から推定される MPP での PV 発電電力に対する実際の発電電力の比率であ

り、MPPT 制御の達成性能を表している。 

 

  
図 2.1-22 評価シーン 図 2.1-23 MPPT 制御の探索開始電圧 

 
 
 

ARMPP ：MPPT 達成率 

PAVE  ：PV 発電電力平均値 

SAVE  ：日射量平均値 

RMPP ：日射量に対する PV 発電電力＠MPP 
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iii) 実験結果 
図 2.1-24 に MPPT 制御探索開始電圧に対する MPPT 達成率の関係を示す。MPPT 制御探索開始

電圧を上げるほど MPPT 達成率が上がる結果となった。MPPT 制御探索開始電圧を上げ探索範囲

を制限することにより、MPPT 制御の応答性が向上したといえる。また、MPPT 制御探索開始電

圧を 40V まで上げると MPPT 達成率が大幅に低下した。これは、MPP 電圧が 38V 程度であるた

め、定常的に MPP で運転できなくなってしまったと推察される。結果的には、探索開始電圧を

20–35 V にすることで、MPPT 達成率を 97%以上にすることが可能であることがわかった。 

 

 
図 2.1-24 MPPT 制御探索開始電圧と MPPT 達成率の関係 13 

 

図 2.1-25 に街路樹の横を通過した際の評価結果を示す。MPPT 制御の探索範囲を全領域とした

場合（左）と制限した場合（右）について、上記評価ポイントにおける日射量と PV ルーフの発

電電力の関係を表している。探索範囲を全領域とした場合（左）では MPP の探索に時間がかか

るため、日陰から日向に車が移動することに伴い日射量が回復しても、PV ルーフの発電電力が

回復しきれていないが、制限した場合（右）においては日射量の回復に伴い、PV ルーフの発電

電力も回復できた。このように、MPPT 制御の探索範囲を適切に制限することで、MPPT 制御の

追従性を向上することができた。 

 

 
図 2.1-25 日射量と PV ルーフの発電電力の関係 13 
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2.2 商用車への太陽光発電搭載 
近年、欧州を中心に商用車への太陽光発電搭載への取り組みが活発化しており 17,18、米国でも

冷蔵トレーラーへの太陽光発電搭載実証が開始されている 19。 

乗用車への太陽光発電搭載では、基本的に電気自動車（プラブインハイブリッド車含む）への

搭載が想定されるが、商用車においては、電動車両のみならず、車両走行自体は内燃機関であっ

ても、走行中に車両内やトレーラー、コンテナが消費する電力を太陽光発電電力で代替すること

が可能であり、内燃機関による走行車両への太陽光発電搭載も実現、推進することで、太陽光発

電搭載の対象車種や市場が飛躍的に拡大することも期待される。 
その一方、商用車には様々な車種、用途があり、車両形態や車両の運用形態に加え、発電電力

の使用形態も多岐にわたり、多くのユースケースが存在するが、これらのユースケースは発電性

能に大きく影響し、太陽電池搭載の効果も大きく変動すると考えられる。太陽光発電システム搭

載自動車が普及していくためには、これらの影響を考慮した各種ユースケースにおける発電量の

推定および太陽電池を搭載した移動体の市場投入効果の推定が重要となってくる。 

このような背景のもと、NEDO では「新市場導入に向けた発電量予測技術の開発」として、早

期の実用化が求められる太陽光発電システム搭載自動車について、より効果的な市場投入方法を

検討する手法を開発するため、2023～2024 年度にかけて、商用車を対象とした以下のプロジェク

トを実施している（表 2.2-1）。 

ここでは、これらのプロジェクトの概略とこれまでに得られている一部の結果を紹介する。 

 

表 2.2-1 NEDO「新市場導入に向けた発電量予測技術の開発」による実施プロジェクト 

テーマ名 PV搭載 EVシステム設計技術の開発 多様な商用車車載太陽光発電の実証

と効果予測技術の開発 

実施事業者 産業技術総合研究所 

（再委託）早稲田大学 

㈱システック 

宮崎大学 

太陽光発電技術研究組合（PVTEC） 

実証対象車両 電動車両 

（トラック、ワンボックス等） 

ディーゼル車 

（トラック、トレーラー等） 

太陽光発電電力用途 駆動用電力補助 電装品等の電力補助 

搭載する太陽電池 市販結晶 Si太陽電池 市販 CIGS太陽電池 

開発目標 ・ 実証試験による発電量推定技術 

・ 二次電池の充放電シミュレーシ

ョン技術 

・ 上記からの PVEV システム設計技

術開発と導入効果・導入モデル

の提案 

・ 実証試験による発電量推定技術 

・ 多岐にわたる商用車使用形態で

の燃料消費および CO2削減効果推

定 

・ 太陽光発電システムの後付け工

法の検討（接着法による検討） 
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2.2.1 電動商用車への太陽光発電搭載 
国立研究開発法人産業技術総合研究所（産総研）では、2023 年度より NEDO の支援を受け、電

動商用車を対象とした PV 搭載に関するプロジェクト「PV 搭載 EV システム設計技術の開発」を

推進してきた。図 2.2-1にプロジェクトの全体像を示す（産総研では、PV搭載電気自動車を PVEV

と呼んでいる）。2 つのサブテーマから構成されており、それぞれ (1) 太陽電池搭載 EV による実

証走行、(2) PVEV システム設計技術の開発となっている。本項では、各サブテーマの取り組み内

容および主な成果について概説する。 

 

 

図 2.2-1 産総研「PV 搭載 EV システム設計技術の開発」プロジェクト 
 

(1) 太陽電池搭載EVによる実証走行 
車両への PV搭載効果は、使用する車両のタイプ・走行場所・走行時間帯により異なるはずであ

る。そこで、産総研が開発した実証車両（PVEV：PV モジュールを搭載した EV 車両であり、PV

電力が実際に EV 走行に利用可能、PYEV：PV モジュールの代替として日射計を搭載した EV 車

両、日射データから想定される PV 電力と EV 消費電力の突合せにより PV 搭載効果を算出）を世

の中で実際に行われているいくつかのサービスに導入し、PV 搭載効果を検証するためのデータ取

得・事例分析を行った。 
 

① 商品配送 
軽商用バンを用いた近距離配送（いわゆるラストワンマイル配送）は、PVEV の活用先として

特に有望なユースケースであると考えられる。株式会社ヨークベニマルの協力のもと、同社が行

っている商品配送サービス用車両として産総研の PYEV を導入し、実サービスの中で各種データ

収集を行った（実施期間：2022 年 2 月～2024 年 12 月）。図 2.2-2 に実証車である小型バンタイプ

PYEV の外観を示す。ベース車両として三菱自動車工業株式会社の軽商用 EV バン（MiniCAB 

MiEV、バッテリー容量 16 kWh）を用い、ルーフボックスに搭載した PVモジュール型日射センサ

ー（裏面に熱電対貼付）により日射強度とモジュール温度を、GPS センサーにより位置情報を、

車内テレマティクス端末により SOC等の車両データを取得可能とした。 
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図 2.2-2 小型バンタイプ PYEV 
 

取得データの例として、2022年 2月 22日の場合を示す。図 2.2-3aは当日のバッテリーSOCデー

タである。前日の配送で消費したバッテリーを朝から充電開始、昼にかけて満充電とし、14 時前

から 16 時過ぎまでの配送によりバッテリーを 62.5%（10 kWh に相当）消費したことが確認でき

る。図 2.2-3b は当日の実証車ルーフへの日射強度データである。この日の天候は薄曇り、配送中

（赤点線枠）を含めたデータの取得が行われたことが確認できる。取得した日射強度データから、

車体ルーフ面積約 2.7 m2に変換効率 20%の PVモジュールを搭載した場合（発電容量 540 W相当）

の発電電力量を見積もったところ、1.3 kWh となった。これは、先述のバッテリー消費量 10 kWh

に対しては 13%に相当していた。 

 
図 2.2-3 a) バッテリーSOC データ、b) 日射強度データ 

 
同様のデータ処理を日々（配送が行われた日に限り）行うことで、日ごとの PV 供給率（PV 推

定電力量とバッテリー消費量の割合）を算出し、月ごとに平均をとったものが図 2.2-4 である。冬

季（12～2 月）は走行に加えエアコン（ヒーター）によるバッテリー消費もあるため、PV 供給率

は 10～20%程度となった。対して、日本においてPVが特に活発かつ配送中のエアコン使用もそれ

ほど多くない 4・5 月においては、PV 供給率は 60～70%程度に達する可能性が示唆された。各月

の PV供給率の更に平均をとることで、年間（2022年 2月～2023年 1月）の PV供給率は 44%と推

定された。これは、系統からの充電にかかる電力コストを同程度削減できること意味し、PV 搭載

は長期的には大きなメリットをもたらすポテンシャルがあると言える。 
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図 2.2-4 各月の PV 供給率（商品配送ユースケース） 

 

上記の議論は、配送が行われた日に限り日射から算出した発電電力量とバッテリー消費量の単

純な比較を行ったものであり、配送が行われなかった日（バッテリー消費量がゼロの日）につい

ては除外したものとなっている。ただし、実際の商品配送サービスにおいては、多くのPV発電が

見込める（つまり天気が良い）にもかかわらず配送が行われない日もある（ヨークベニマルはそ

もそも土日は配送サービスを行っておらず、また平日であっても注文が入らない日などもある）。

この場合、EV への充電を計画的に行わなければ、バッテリーがすでに満充電状態のため PV 電力

が充電されない状況（PV 抑制）なども起こりうる。特に本商品配送サービスでは、EV を「朝か

ら充電開始、昼にかけて満充電」（図 2.2-3a 参照）しているため、その日の出発前までに得られ

る PV による充電量を予測し（例えば SOC 10%分と予想）、それに基づき朝から開始する充電を

制御し（SOC 90%となった時点で充電停止）、出発直前に SOC が 100%となるような充電オペレ

ーションが理想となる。こうしたスマートなEV充電オペレーションを行ったと仮定しデータの再

分析を行ったところ、2022 年 2 月から 2023 年 1 月の 365 日における総 PV 電力量見積 490.4 kWh

に対し、抑制電力量は 52.3 kWh（10.7%）に達すると試算された。つまり、スマート EV充電オペ

レーションを行ったとしても、PV 抑制を完全に防ぐことはできないことが示唆された。PV 抑制

電力をゼロに抑えるためには、車両から他（グリッドや店舗等）へ電力を融通する、いわゆる

V2X機能を付与することが必要となる。 
 

②  トラック配送 
商品配送とは異なるユースケースとして、EV トラックを用いた配送においても調査を行った。

帝北ロジスティックス株式会社（本社：福島県福島市）の協力のもと、同社が使用していたEVト

ラック（三菱ふそうトラック・バス株式会社 e-Canter、バッテリー容量 81 kWh）の架装ボディル

ーフに太陽電池モジュール型日射センサーを取り付け、EV トラックタイプの PYEV とした。図

2.2-5 に同車両の外観を示す。車内には CAN ロガーおよび GPS センサーを取り付け、商品配送ユ

ースケースと同様の車両データ（SOC データ）および位置情報データを取得可能とした。データ

取得は 2023年 12月から 2024年 11月までの 1年間行った。 
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図 2.2-5 トラック PYEV 
 

取得データの分析に関しては、EV トラックにおいては架装ボディルーフ面積約 10 m2 に変換効

率 20%（発電容量 2 kW相当）の PV モジュールを搭載したという想定のもと、商品配送同様の処

理を行った。つまり、配送が行われた日ごとのPV供給率を算出し、さらに月ごとの平均値として

まとめた。図 2.2-6にその結果を示す。12月が最も PV 供給率が低く、5・6月に特に高い数値とな

っており、これは商品配送と同様の傾向であった。月ごとのPV供給率の平均として得られる年間

の PV 供給率は 35％であり、商品配送の場合よりは低下していた。この理由の一つとしては、一

日当たりの走行距離の違いにあると考えられる（本事例のトラック配送は約 30 km/日、先の商品

配送は約 15 km/日）。 

 

 

図 2.2-6 各月の PV 供給率（トラック配送ユースケース） 
 

トラック配送においても、PV 抑制電力の見積りを試みた。本トラック配送の場合、車両は基本

的に朝から利用されているため、充電オペレーションは「（配送業務終了後の）夕方から夜間に

充電開始、朝までに満充電」であり、商品配送の「朝から充電開始、昼にかけて満充電」とは異

なる。したがって、商品配送の時には必要であった「その日の出発前までに得られるPVによる充

電量を予測」は不要であり、例えば常に SOC 95%まで充電と決めることで十分である。こうした

本トラック配送に適した充電オペレーションおよびトラック配送の行わなかった日のPV電力量も

加味して算出した抑制電力量は 95.5 kWhであり、これは総 PV電力量見積 1803.9 kWhの 0.8%とな

った。先述の商品配送の 10.7%に比べて大幅に低下しており、その理由は車両が朝から使われて

いるため PV 電力のスムースな吸収（活用）ができるためと考えられる。つまり、PVEV は朝から

使われるユースケースで特に有効であると言える。 
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③ コミュニティバス 
先の 2例は PYEVによる仮想的な PV搭載効果試算であったが、実際に PVEVを用いた評価とし

てコミュニティバスを検討した。図 2.2-7 に用いた PVEV の外観を示す。元来ガソリン車であった

トヨタ自動車株式会社 ハイエース（10人乗り）を EV化し（バッテリー容量 39.4 kWh）、PV電力

を直接利用可能な仕様とした（発電容量 1.12 kW）。同車両を福島県福島市立子山地区におけるコ

ミュニティバスを想定した運用の中で各種データ取得を行った（2023 年 9 月から 2024 年 8 月ま

で）。走行条件は 1回あたり約 25 kmの走行ルートを午前・午後各 1回走行（合計で約 50 km/日）

とした。 
 

 

図 2.2-7 コミュニティバス PVEV 
 
図 2.2-8a に PV データの例を示す。この例においては、一日の積算発電電力量は 3.94 kWh であ

った。図 2.2-8bは同日のバッテリーSOCデータである。PV充電による SOCの増加、2度の走行に

よる SOC の減少、PV と系統からの同時充電による SOC の増加の様子が見て取れる。この日の走

行に使用した電力量は 10.37 kWh であった。したがって、この日の PV 供給率は 28%と算出でき

る。同様の計算を 2023年 9月から 2024年 8月までのうちの 140日間、様々な気象条件下において

得られたデータをもとに行ったところ、平均での PV 供給率は 13.5%となった。商品配送・トラッ

ク配送における PV供給率よりも低い値となったのは、やはり走行距離が関係していると考えられ

る。他方、本実験で用いた PVEVはあくまで試作車であり、用いた PVモジュールの性能・重量、

内部の電力変換システム（DCDC コンバーター等）に関しては大いに改善の余地がある。より完

成度の高い PVEVを用いることで、さらなる PV供給率の向上＝電力コストの削減、CO2排出量の

削減等の効果が期待できる。 

 

 

図 2.2-8 a) PV データ、b) SOC データ 
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最後に、上記①～③のまとめとして各ユースケースの PV 搭載量、PV 供給率、一日当たりの走

行距離の比較表を表 2.2-2に示す。 
 

表 2.2-2 各ユースケースの結果比較 

 

 

(2) PVEVシステム設計技術の開発 
PVEV システム設計技術とは、図 2.2-9 に示すように、あるユースケースにおける車両の使い方

（運行情報）を与えることにより、PVEV がそのユースケースにおいて効果的に導入できるか等

を判断するためのツールを指す。前節で述べた各種ユースケースの取得データを活用することで、

そのようなツールの実現に必要な二つの要素技術（車載 PV 発電電力量推定技術および EV 電力消

費・充放電シミュレーション技術）を開発した（EV 電力消費・充放電シミュレーション技術に関

しては早稲田大学と共同で開発）。また、これらの結果を融合し PVEV の導入効果を推定する手

法（最適設計アルゴリズム）を開発した。 

 

 

図 2.2-9 PVEV システム設計技術のイメージ 
 

① 車載PV発電電力量推定技術 
車載 PV の場合、地上設置 PV に比べよりダイナミックな日射変動が起こるため、車載 PV に特

化した日射量推定手法を確立する必要がある。そこで、GIS（地理情報システム）と DSM（数値

表層モデル）データを利用した走行ルートの日陰パターンシミュレーションと衛星観測に基づく

日射量推定（太陽放射コンソーシアムの AMATERASS データ）を組合せ、時系列データとして日
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射が推定可能な手法を開発した。さらに、PV モジュールの温度特性や PV 以降の機器（PV と EV

のバッテリー・モーター等をつなぐ機器）の構成・性能（MPPT効率、DCDC変換効率等）を反映

させた「日射⇒発電ロジック」を確立し、車両の位置情報を入力データとすることで発電推定値

を算出する手法を開発した。図 2.2-10に一連のフローチャートを示す。 

 

 

図 2.2-10 車載 PV 発電電力量推定フローチャート 
 
開発手法による発電推定結果と実測データとの比較例を図 2.2-11 に示す。走行中の発電変動を

比較的よく再現できていることが確認できる。他方で、停車中においては、本例では 8～9 時およ

び 14～15 時において実測データとの乖離が見られている。これは、利用している DSM データの

精度に依存していると考えられる（DSM データに含まれていない小さな構造物、例えば電柱等に

よる日影が再現できなかったため）。このように、実測値の細かな再現には一定の限界はあるが、

他の日の計算結果も含めた場合、日積算レベルの発電電力量比較においては概ね±10%内の精度で

再現できる可能性を確認しており、最終的な PVEV の効果算出にとって十分有意義な情報を与え

ることが可能である。 

 

 

図 2.2-11 車載 PV 発電電力量推定（赤線）と実測 PV データ（青線）との比較 
 

② EV電力消費・充放電シミュレーション技術 
EV のシミュレーションモデルは、これまでにも様々なものが報告されているが、いわゆる
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WLTC モードに沿ったものが多く、特に外気温の影響や山間部の勾配路などを含めたリアルワー

ルドにも適用可能なモデルはほとんどない。そこで、太陽電池搭載 EV による実証走行データの

解析結果をもとに、リアルワールドでの EV の電力消費・充放電量を推定可能なシミュレーショ

ンモデルを開発した。図 2.2-12 にそのフローチャートを示す。本手法は、車両タイプおよび走行

ルートを特定し、走行中の道路勾配・車両速度・外気温を入力し、EV パワートレインの運動方

程式モデルに基づき駆動力・駆動・補機電力消費を計算することで、電力消費率を算出する。さ

らに、バッテリー充放電電力によるバッテリー残存容量 SOC を推定することが可能である。 

 

 

図 2.2-12 EV 電力消費・充放電シミュレーションフローチャート 
 

開発手法の評価結果の一例を図 2.2-13 に示す。ここでは、商品配送ユースケースで用いた小型

バンタイプ PYEV の実測 SOC データと開発手法による SOC シミュレーション結果を比較してい

る。図2.2-13aにより、シミュレーション計算結果（赤ラインSIM）は実測値（青ラインDATA）

と同等であることがわかる。また、走行条件や気象条件の異なる 30 トリップ（走行距離 1.5～3.9 

km、外気温-1.0～+32.3 ℃）でも比較検証を行なった（図 2.2-13b）。26 トリップが最大電力消費

1.127 kWh の±10%範囲内に収まり、シミュレーションモデルの電力消費推定精度が確保されてい

ることを確認した。 

 

 
図 2.2-13 EV 電力消費・充放電シミュレーション結果と実測データの比較 

：a) SOC の時系列 b) 積算値での相関 

- 46 -



③ 最適設計アルゴリズム 
EV電力消費・充放電シミュレーションにより得られる EVの SOCシミュレーションを車載 PV

発電電力量推定により得られる発電電力データと融合することで、PVが搭載された場合の EVの

SOCシミュレーションを行うことが可能である。この結果から、PV供給率の計算や PV抑制電力

量を算出し、PV 抑制を最小化するための PV 搭載量を見積もる、または PV 抑制を一定程度許容

した上での経済性（電力コスト削減）・環境性（CO2 排出量削減）・充電オペレーション（頻

度・時間）の改善等の効果を見積ることができる。また、バッテリー搭載量の調整・車重削減・

電費向上・充電制御機構設計等にフィードバックすることが可能である。こうした情報を車両ユ

ーザーに提供することで事業車両として PVEV の導入判断、または車両メーカーに提供すること

で PVEV の設計指針・市場性検討材料として活用可能と考えられる。 

 

2.2.2 内燃機関走行トラック・トレーラーへの太陽光発電搭載 
㈱システックを中心とするプロジェクト「多様な商用車車載太陽光発電の実証と効果予測技術

の開発」では、商用車への太陽光発電搭載による効果の定量評価技術の開発を主たる目的とし、

200台を超える多用な商用車への太陽光発電搭載とその実証データの取得、太陽光発電量の推定技

術および導入効果推定技術の開発（誤差±20%）を目標としている。 

 

 

図 2.2-14 「多様な商用車車載太陽光発電の実証と効果予測技術の開発」プロジェクトの概要 
 
ここでは、同プロジェクトによる太陽光発電量の予測および実測値の比較について概説する。 

これまでに、全国を走行する 100台以上の商用車に太陽光発電（フィルム型 CIGS太陽電池モジ

ュール）を搭載し、発電量を常時モニターすることにより、経路に偏らない車載太陽光発電のポ

テンシャルを把握するとともに、これまで研究開発されてきた車載太陽光発電の発電量予測技術

の実証を行ってきている。 

 
(1) 発電量予測へのアプローチ 
発電量を予測するための日射データの計測や収集の前提となる視点や考え方は、2.1.1に示した、
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乗用車に搭載した太陽光発電の場合と同様であるが、商用車の場合は、概して、現象が比較的単

純なため、商用車向け車載太陽電池の計測調査には、簡便な単一日射計測とシチズンサイエンス

の手法を用いてサンプル数を増やし、公正かつ偏りない車載太陽電池の性能および発電ポテンシ

ャル調査を行うことを重点化した（表 2.2-3）。 

最終的に約 200 台のトラックに太陽電池を搭載し、電話回線を用いて発電データと走行データ

を収集するが、日々の輸送業務の傍らにデータ収集を行うため、繊細な日射計測は行わない。多

様なトラックやさまざまな商用車にて効果を検証する目的で、北海道から沖縄まで、さまざまな

輸送業者を層別抽出してデータ取得に協力いただいているが、日々の実際の輸送業務でのリアル

なデータを収集するため、こちらから輸送経路や輸送スケジュールの要求は行っていない。 

2024 年 3 月 8 日以降、データ収集を開始しており、2025 年 1 月 31 日時点での走行実績を図 2.2-

15 に示す。この図は計測対象のトラックの位置を GPS で測地し、1 時間毎に緯度経度のメジアン

地点を国土地理院地図上にプロットしたものである。山陰などやや手薄の地域があるものの、ほ

ぼ日本全国から走行データ・走行中の発電データを収集することができている。 

 
表 2.2-3 商用車における発電量予測へのアプローチ 

・単一日射計測 （注 1） 

・200 台 (注 2) 

・ランダムルート（注 3） 

・平面太陽電池 

・自己影なし 

・部分日影の影響小 

・単接合太陽電池（CIS 系） 

・協力いただいた輸送業各社のトラック運転手による自動計測・電話回線によるデータ送信 

・主に走行中の日影により発電量変動 

・日影確率モデルによる発電量予測 → 発電量データによる検証 

注1） 太陽電池の発電量から逆算して日射量とした。頻繁に洗車を行い、稼働時間の長い（その分、長期に

わたり振動や衝撃を受け続ける）トラック屋根面で、技術者の常時介在無しで精密な日射計の性能や

精度を維持するのは困難と判断したため、日射計自体は搭載しなかった。 

注2） 2024 年 2 月から太陽電池および計装システムを設置し始め、3 月 8 日から稼働開始した。その後、

徐々に太陽電池と計装システムを設置した商用車（主にトラック）の台数を増やした。2024 年 12 月

時点で、自費設置を含め、200 台の商用車に設置した。 

注3） 走行経路は、あくまで各輸送業者の事業の枠内で行われ、意図的にランダムなルートを計画したもので

はない。北海道から沖縄までの広い範囲、かつ、地場輸送、長距離輸送などさまざまな種別の輸送業者

を選び、計測モニター対象のトラックを層別選択することにより、日本全国の多様な走行モードでの車

載面日射量および車載太陽電池性能を偏りなく定量化することを目指した。 
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図 2.2-15 調査に用いた商用車 200 台の国内走行実績 
（国土地理院地図上に走行 GPS 記録を抽出してプロット） 

 
(2) 発電量の予測と実測値との比較 
車載太陽電池による発電量ポテンシャルを見積もる目的では、ランダムルートの走行データか

ら確率モデルを適用して算定するといったアプローチが適切と考えられる。 

本事業では、通常の業務内での発電およびその電力利用状況をモニターした。太陽光発電で発

電を行っても全ての電力が燃料節約に用いられるわけではない。一部は直接ゲート昇降などの負

荷に使われてバッテリーの放電電力を節約することにより、オルタネータ発電による軽油消費を

節約することができる。また、太陽光発電電力の一部は直接バッテリー充電に用いられる。これ

らの電力潮流を把握するため、図 2.2-16 のような計測系を搭載してモニタリングした。 

 

 
図 2.2-16 太陽光発電出力モニターの基本回路図 
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電力潮流計測結果例を図 2.2-17 に示す。負荷への電力に対する太陽光発電電力潮流とオルタネ

ータ発電電力潮流の大小を比較することにより（負荷電力に対する太陽光発電電力の比率を調べ

ることにより）、太陽光発電電力の利用率を算定することができる。図 2.2-17 にて、橙色の帯の

時間帯では太陽光発電電力が余剰となり、蓄電池あるいは商用車の電力利用に供されず、いわゆ

る発電抑制状態になっている。車載面の日射を評価する目的においては、この出力抑制部分を満

たした、いわゆる名目太陽光発電量で行う必要がある。 

 

 
図 2.2-17 太陽光発電およびオルタネータの出力抑制の様子 

 

名目太陽光発電量の推定には、図 2.2-17 の橙色の帯の部分の時間積算値を求め、この期間も全

区間（1 時間）での平均電力に相当した発電量が得られていたはずである、といった仮定を当て

はめる。このようにして補正した名目太陽光発電量と実際の発電量との関係は図 2.2-18 に示すよ

うに 45°ラインの下にややランダムに分布する傾向となる。 

 

 
図 2.2-18 名目発電電力と実際の発電電力との関係 

 

なお、発電電力が 0 W 付近のプロットが濃くなっているのは、商用車の多くが 24 時間稼働し

ており、今回も朝の 4 時から夜の 10 時まで発電データを収集したためである。 
出力抑制後の名目太陽光発電量のうち、実際にオルタネータ発電抑制や負荷への供給に使われ

る電力の総和、つまり燃料節約に使われるエネルギーの割合は、本報告のために集計した期間
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（2024/3/8～2025/1/31）では約 88%である。この係数は冷房負荷が加わる夏期には 90%強にまで

上昇するが、概ねこの比率を用いても精度上、問題ないと思われる。 
以下、車載面の日射の解析に進むが、特に指定のない限り、名目太陽光発電電力を利用する。

以下、太陽光発電量などと称された場合、図 2.2-18 や図 2.2-17 に示した名目発電量であることに

注意されたい。 

また、本事業においては一度に 200 台のトラックへ計装システムを設置したわけでなく、さま

ざまなトライアンドエラーを経て徐々に台数を増やしていった。図 2.2-19 に示すように、やや秋

から冬にかけて重みが付いたデータとなっている。特に、3 月～6 月は朝・夕の太陽高度が低い

時間帯のデータが多くなっている。車載面の日射のモデル化、あるいは季節補正（時刻による太

陽高度補正）は遮蔽確率に基づく統計モデルを使うので、バイアスがかかっていないかどうかは

慎重に判断する必要がある。 

全国各地（北海道から沖縄）を走行するトラックに車載太陽電池を取り付け、その発電量をモ

ニターする実証を行った。発電量に関しては、日影発生確率に応じ走行街路を①ビル・山間部、

②住宅地、③郊外の 3 区分に分類し、太陽高度に応じて日影確率を与え、近隣気象台で観測され

ている水平面全天日射量、日照時間、気温の観測値と紐付けることにより、車載面の予想日射量

を算出し、これを発電量実績と比較した。これにより、確率モデルに基づき、各地の気象状況や

日影状況に応じ、車載面太陽電池が受ける日射量の値付けをおこなっている。 

 

 
図 2.2-19 商用車搭載太陽光発電の発電量実績 

 

発電量と車載面の日射を遮蔽確率から算出した日射予測値に基づく発電量予測値との相関を図

2.2-20 に示す。なお、車載面の日射は水平面全天日射量に周辺構造物による天空遮蔽率を作用さ

せた散乱日射量と、遮蔽率の期待値から算出した直達日射の和から算出したが、基準となる水平

面全天日射および直達日射の期待値の算出に用いる日照率については、近隣気象台の観測結果を

用いた。それぞれの商用車に紐付けた気象台は、走行区間の緯度・経度のメジアン値から距離が

最短となる気象台を探索することにより求めた。また、水平面全天日射量、日照率とも、11 時～

12 時の間に計測したデータを 12 時のデータとしているので、例えば、商用車の代表時刻が 11 時

15 分の場合、11時の計測値の 0.25 倍と 10時の計測値の 0.75 倍を加えることにより算出した。実
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際のトラックの位置と日射量を計測している管区気象台とは数十 km 距離が離れていることが多

く、必ずしもその地点の天候を示しているわけではない。しかしながら、長期にわたりデータを

取得することにより、ランダムな誤差は平滑化されるため、それほど大きな誤差とはならないと

推定した。 

 

 
図 2.2-20 日射量予測値と日射量計測値との相関 

 

この推定を適用するには、日射計算に影響を及ぼすさまざまな要因に対して、バイアスがかか

っていないことを確認するのが肝要である。たとえば、太陽光の遮蔽に影響を与える太陽高度と

遮蔽率分布に関しては、緯度に対して予測誤差の分布に偏りがないことで確認できる。結果を図

2.2-21 に示す。沖縄（発電量過小）と九州中央部（発電量過大）での走行でやや偏りはあるもの

の、概ねバイアスがない結果が得られた。 

 

 
図 2.2-21 予測誤差と緯度との関係（太陽高度による偏りの有無） 

 
天候、つまり、日射の直達光比率については、日照率と予測誤差との相関を調べることにより

バイアスの有無を確認できる。結果を図 2.2-22 に示す。日照率が高いほど過大に評価する傾向が

あるようには見えるが、それほど大きくバイアスしていないと判断できる。 
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図 2.2-22 予測誤差と日照率との関係（直達日射比率による偏りの有無） 

 

次に、車載面での日射は、通常の水平面全天日射とどのくらい異なるかを算定する。以下にお

いて、外れ値や異常値により修正比率の精度悪化を避けるため、日射計測レコードにフィルター

をかける。外れ値や異常値は様々な要因で発生する。最もありうる要因は、商用車の実際の位置

と管区気象台が離れていることによる日射および天候が異なることであるが、このほかにも、停

車中の荷積み・荷下ろし作業を倉庫屋内で行ったり、GPS データ取得の環境が悪く、遙か遠方の

管区気象台に紐付けられたり、計測器の試運転やトラブルによる異常データの混入もある。今回

はパフォーマンスレシオが 0.5未満あるいは 2.0より大きかった場合、異常値として除外して集計

を行った。 

発電量を予測し、月毎に集計し、実際の発電量と比較した結果を図 2.2-23～24 に示す。 

 

 
図 2.2-23 ランダムルートと日射確率モデルによる発電量予測と実測値との比較 
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図 2.2-24 車載面日射推定値の水平面全天日射量との比較 

 
従来の水平面全天日射で発電量を算出する手法では、周辺構造物や斜面などによる日影の影響

が考慮されず、過大評価となるが、本手法では季節毎に多少の増減はあるものの、1 年を通じて

過大評価が解消されている（図 2.2-23）。 

月毎の日射量比率を見ると、太陽高度が高い夏では比率が高く、太陽高度が低く日影の影響を

受けやすくなる冬では比率は下がる（図 2.2-24）。3 月から 6 月のデータは計測開始直後でデータ

サイズも小さく、朝と夕方の発電記録割合が高かったため、実質太陽高度が低くなり、比率も多

少小さくなっていることに注意されたい。 

なお、走行街区の割合は、①ビル・山間部：41%、②住宅地：13%、③郊外：47%である。3 月

～5 月は、太陽光発電を搭載したトラックの台数が少なく、データも早朝および夕方に多少偏り

がある。いずれにせよ、道路周辺の構造物による日影の影響を受け、車載面の日射量は平均して

約 7 割まで低下することは念頭に置く必要がある（上記評価期間積算した車載面太陽電池の発電

量実績は、従来方法で計算した発電量の 71%）。 
また、月別のみならず、緯度、天候状態でも予測誤差に系統的な偏りが見られない（図 2.2-21

～22）ことから、本モデルによる車載面日射量予測は、天候の違いや太陽高度（緯度や時刻、季

節に依存）にかかわらず、日本全国汎用的に使うことができる。 

なお、国際規格 IEC61853-4 で規定される Temperate Coastal 気候区での標準日射データベース

で、同じく国際規格で議論されている Moderate Shading Zone (低層ビルおよび住宅地域)で算出し

た車載面日射量の水平面日射量比は 0.671 であり、本調査での経路が日影確率の低い郊外経路の

割合が高かったことを勘案すると、ほぼ同じ日射割合となっている。なお、各日影環境 zoneで重

み付けすると、Lightly shaded zone (郊外)、Heavy shaded zone (高層ビルまたは山間地)での日射割

合はそれぞれ 0.455、0.904 であるため、0.455×0.41＋0.671×0.13+0.904×0.47＝0.699 となり、本

事業における発電量比率 0.71 とかなり近くなる。山間部を走行するか、郊外を走行するかなど、

走行モードにより低下割合は変化するが、共通の車載面日射量モデル・発電量モデルで算出でき

る。ただし、乗用車のように車体面が曲面の場合は、これに加え曲面固有の損失（部分日影や自

己影を含む）が加わることになる。 
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(3) 太陽光発電による燃料削減効果の推定 
以上の発電量検証結果から、燃料削減効果を推定する。 
一部のトラックにおいて、太陽光発電量をモニターするとともに、燃料噴射量を別のロガーシ

ステムでモニタリングした。両者のクロック（GPS 時計）で一致した時間帯を探索することによ

り、発電データ（オルタネータ動作抑制量）と燃料噴射量を同期させた。トラックの燃料噴射量

はさまざまな要因で大きく変動するが、アイドリングまたは低速走行状態では運転の癖や路面の

状況による影響を受けにくく、オルタネータ発電量と燃料噴射量との相関関係を見いだしやすく

なる。例として、大型保冷トラックがアイドリング動作していた時間帯でのオルタネータ発電電

力量と燃料噴射量との関係を図 2.2-25 に示す。回帰線の傾きが、この動作条件におけるオルタネ

ータ単位発電量当たりの燃料消費量に対応する。アイドリング時は、小さい負荷で大型ディーゼ

ルエンジンを回さなければならないので、燃料消費量も相対的に高くなる。 

燃料削減効果として 10 月下旬よりモニタリングを開始した全国規模の輸送網を有する運輸業

の 7 台のトラックの走行実績から燃料削減効果を算定した例を図 2.2-26 に示す。11 月に限定した

計測結果であるが、北海道から九州まで走行実績は一様にカバーされており、代表例として妥当

であろうと考える。燃料削減効果はアイドリングでのオルタネータ動作抑制が主であり、1 ヶ月

当たりの軽油削減量は 62 リットル/台月と算定された。これはトラック 1 台月あたり 162 kg の温

室効果ガス排出削減効果があったことになる。燃費に換算すれば、5%改善したと算定される。 

本ケースでは太陽高度が低い 11 月の発電量実績から算定した燃料削減効果として 5%と算出し

たが、季節変動を考慮すれば、太陽光発電量および燃料削減効果は約 1.6倍、つまり 8%の燃料削

減効果が期待できる。 
 

 

図 2.2-25 オルタネータ電力量と燃料噴射量との関係計測例 
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図 2.2-26 全国規模の輸送会社が保有する 7 台のトラックでの 11 月での燃料節約効果算定結果 
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2.3 乗用車搭載用太陽電池モジュールの信頼性評価 
 
2.3.1 環境負荷試験項目の整理および留意点 

車載太陽電池は、建物屋根や地上などに定置される従来の太陽電池とは異なる使用環境に晒さ

れるため、耐久性や信頼性に対する要求が異なることが想定される。そこで、車載太陽電池がク

リアすべきと考えられる信頼性評価項目を調査・検討し、これらを従来太陽電池の評価項目と対

比させ、車載太陽電池に固有の評価項目および試験条件の違いを明確にした 20。 

車載太陽電池は、地上用太陽電池の派生品であるとも考えられ、且つ、自動車部品（電気電子

機器、ガラス）であるため、これらの使用環境を想定した信頼性評価試験の国内外の規格（ISO、

IEC、JIS、JASO）を調査した。調査結果を以下に記すが、詳細については各規格文書を参照頂

きたい。 

 

地上用太陽電池の環境負荷試験規格 

 IEC 61730-2:2016, Photovoltaic (PV) module safety qualification – Part 2: Requirements for testing 
（JIS C 61730-2:2020, 太陽電池（PV）モジュールの安全適格性確認－第 2 部：試験に関する要求

事項） 

 IEC 61215-2:2016, Terrestrial photovoltaic (PV) modules – Design qualification and type approval – 

Part 2: Test procedures 

（JIS C 61215-2:2020, 地上設置の太陽電池（PV）モジュール－設計適格性確認及び型式認証－第 

2 部：試験方法） 
 IEC 61701:2020, Photovoltaic (PV) modules – Salt mist corrosion testing 

 IEC 62716:2013, Photovoltaic (PV) modules – Ammonia corrosion testing 

 IEC 62938:2020, Photovoltaic (PV) modules – Non-uniform snow load testing 

 IEC TS 63397:2022, Photovoltaic (PV) modules – Qualifying guidelines for increased hail resistance 

 IEC 62759-1 ED2:2022, Photovoltaic (PV) modules – Transportation testing – Part 1: Transportation 

and shipping of module package units 
 IEC TS 63126:2020, Guidelines for qualifying PV modules, components and materials for operation at 

high temperatures 

 

自動車部品の環境負荷試験規格 

 ISO 16750-2~5:2023, Road vehicles – Environmental conditions and testing for electrical and 

electronic equipment – Part 2: Electrical loads, Part 3: Mechanical loads, Part 4: Climatic loads, Part 5: 
Chemical loads 

 JASO D 902:2012, 自動車部品－電子機器－耐久性試験方法 

 JIS R 3212:2015, 自動車用安全ガラス試験方法 
 

表 2.3-1 に地上用太陽電池および自動車部品の環境負荷試験項目を機械負荷、気候負荷、電気

負荷、化学負荷に分類して示す。ここでは、基本性能の維持を目的としている試験項目のみをま

とめており、故障等に起因する火災・感電や衝突に対する乗員・歩行者の安全保護に関する項目

は含まれていない。表中には、各試験が規定されている規格内の試験番号もしくは章番号を記し
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ているが、規格全体を参照する試験については“〇”を記している。また、評価項目のうち、地上

用太陽電池のみで規定されているもの、自動車部品のみで規定されているもの、両方で規定され

ているものをそれぞれ緑色、赤色、青色の文字で示している。 

自動車部品のみで規定されている試験には機械的衝撃（高速での縁石乗り上げやドアの開閉に

よる機械負荷）、熱衝撃があり、負荷が短時間に大きく変化することが特徴である。「地上用太陽

電池のみ」および「地上用太陽電池と自動車部品の両方」で規定されている試験（降雹、一定温

度、ダンプヒート、温度サイクル、塩水・アンモニア噴霧など）は車載太陽電池においても一通

り実施が必要と思われる。このうち、降雹については被害が増加傾向にあり、評価と耐久性が求

められている。以下では、これらの試験に着目して特徴を解説する。 

JASO D902 で規定されている熱衝撃試験では、供試体の温度を−40 °C と 85 °C の間で 25 °C/min

の速度で変化させるとしており、これは地上用太陽電池の温度サイクル試験（IEC 61730-2 MST 

51, IEC61215-2 MQT 11）より約 15 倍大きい（図 2.3-2 参照）。太陽電池（PV）モジュールは比較

的に薄い構造体であるため、厚さ方向に温度差が生じにくいが、環境温度の変化が急峻な場合と

緩慢な場合とでは異なる熱応力がモジュールの構成材料に作用し得るため、試験による検証が必

要だと考えられる。 

振動試験は、地上用太陽電池と自動車部品の両方で規定されているが、地上用太陽電池（IEC 

62759-1 ED2）では輸送時の負荷を想定しており、振動の周波数範囲が 1~200 Hz である。一方、

車載用電気・電子機器（ISO 16750-3、JASO D 014-3、JASO D 902）では、搭載部位と車種に応じ

たランダム振動試験、機械的衝撃試験の条件が細かく定められている。乗用車のボディ上に搭載

する機器では振動の周波数範囲が 1～2000 Hzであり、地上用太陽電池とは大きく異なる。なお、

車載用電気・電子機器の環境試験規格 ISO 16750 では、2023 年に内燃機関（ICE）自動車、ハイ

ブリッド自動車（HEV）、電気自動車（BEV）の試験が統合され、条件が更新されている。ICE

車と HEV／BEV（乗用車）の試験条件を比較すると、振動試験では最大周波数が 1000 Hz（ICE）

と 2000 Hz（HEV／BEV）であり HEV/BEV の条件は ICE 車よりも厳しい。また、機械的衝撃試

験では、搭載部位によらず ICE 車の衝撃回数が約 2 倍に増加し、HEV/BEV 車の衝撃回数と統一

されている。 
降雹試験は、地上用太陽電池では IEC61215-2 MQT17 に規定されており、発射装置から氷球を

射出してモジュールに衝突させる。このための特殊な設備が必要となる。過去の JIS C 8917 では

簡易試験方法として鋼球をモジュールに落下させる試験が示されている。この方法は自動車用安

全ガラス試験（JIS R 3212 5.4 耐衝撃性試験）に準じており、これと同じ寸法と重量の鋼球を使

用する。JIS R 3212 の試験は安全ガラスが小さな硬い飛来物の衝撃に対して最低限必要な粘着性

又は強度を有しているかを調べることを目的としており、鋼球の落下高さは JIS C 8917 で規定さ

れている 1 m よりも高い。 

上記のような試験は自動車に特有の環境負荷を想定したものであるため、車載太陽電池におい

ても試験を実施することが望まれる。しかし、PV モジュールに対するこれらの環境負荷試験の

報告例はほとんどない。次節では、PV モジュールに対して車載用電気・電子機器の振動試験、

機械的衝撃試験、熱衝撃試験および地上用太陽電池の降雹（鋼球落下）試験を実施した結果を一

例として紹介する。車載太陽電池では、軽量性や曲面追従性の観点から、ガラスの代わりに樹脂

材料を使用したモジュール構造（樹脂モジュール）も候補となるため、ここでは樹脂モジュール

を主な対象として試験を実施した。 

- 58 -



表
2.

3-
1 
車
載
太
陽
電
池
に
関

連
す
る
環
境
負
荷
試
験

 

（
緑
：
地

上
用
太

陽
電

池
の

み
で

規
定

、
赤

：
自

動
車
部

品
の

み
で
規
定

、
青
：

自
動
車

部
品

と
地
上
用

太
陽
電

池
の
両

方
で

規
定

）
 

負
荷

 
種

別
 

評
価

項
目

 

地
上

用
太

陽
電

池
 

自
動

車
部

品
 

IE
C

 
(J

IS
 C

) 
61

73
0-

2 

IE
C

 
(J

IS
 C

) 
61

21
5-

2 

IE
C

 
61

70
1 

IE
C

 
62

71
6 

IE
C

 
62

93
8 

IE
C

 
T

S 
63

39
7 

IE
C

 
62

75
9-

1 
E

D
2 

IE
C

 
T

S 
63

12
6 

IS
O

 1
67

50
 

JA
SO

 
D

 9
02

 
JI

S 
R

 
32

12
 

-2
 

-3
 

-4
 

-5
 

機
械

 

表
面
強
度

 
M

ST
 1

2 
 

 
 

 
 

 
 

 
4.

4 
 

 
 

 
降
雹
／
鋼

球
落

下
 

 
M

Q
T 

17
 

 
 

 
〇

 
 

 
 

 
 

 
 

5.
4 

静
的
荷
重

 
M

ST
 3

4 
M

Q
T 

16
 

 
 

〇
 

(雪
) 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

振
動

 
 

 
 

 
 

 
6.

3 
(輸

送
) 

 
 

4.
1 

 
 

6.
4 

 

機
械
的
衝

撃
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
4.

2 
 

 
 

 
砂
利
衝
撃

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

4.
5 

 
 

 
 

気
候

 

一
定
温
度

 
M

ST
 3

7,
 

55
, 5

6 
 

 
 

 
 

 
〇

 
 

 
5.

1 
 

 
5.

8 
5.

19
 

高
温
高
湿

定
常

 
（
ダ
ン
プ

ヒ
ー

ト
）

 
M

ST
 5

3 
M

Q
T 

13
 

 
 

 
 

 
 

 
 

5.
7 

 
6.

3 
5.

10
 

温
度
サ
イ

ク
ル

 
M

ST
 5

1 
M

Q
T 

11
 

 
 

 
 

 
 

 
 

5.
3.

1 
 

 
 

温
湿
度
サ

イ
ク

ル
 

（
結
露
）

 
M

ST
 5

2 
M

Q
T 

12
 

 
 

 
 

 
 

 
 

5.
6 

5.
8 

 
 

 

耐
日
射
（

U
V
）

 
M

ST
 5

4 
M

Q
T 

10
 

 
 

 
 

 
 

 
 

5.
10

 
 

 
5.

9 
5.

17
 

屋
外
暴
露

 
 

M
Q

T 
08

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
塩
水
噴
霧

 
 

 
〇

 
 

 
 

 
 

 
 

5.
5 

 
 

 
ア
ン
モ
ニ

ア
噴

霧
 

 
 

 
〇

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

熱
衝
撃
／

氷
水

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
5.

3.
2 

5.
4 

 
6.

2 
 

混
合
ガ
ス

流
腐

食
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

5.
9 

 
 

 
粉
塵

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
5.

11
 

 
 

 
大
気
圧

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
5.

12
 

 
 

 

電
気

 
ホ
ッ
ト
ス

ポ
ッ

ト
耐

久
 

M
ST

 2
2 

M
Q

T 
09

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
電
磁
両
立

性
（

EM
C
）

 
 

 
 

 
 

 
 

 
4.

13
 

 
 

 
 

 
化

学
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
 

 
〇

 
 

5.
15

 

- 59 -



2.3.2 自動車部品向け信頼性試験の実施 
(1) 振動試験および機械的衝撃試験 

モジュールのトップ層に樹脂（ポリカーボネート：以下 PC）を用いた樹脂モジュールを製作

した。樹脂モジュールは、モジュール表面から順に、PC／封止材／結晶 Si [c-Si]セル（2×2 アレ

イ）／封止材／バックシートで構成される。ここでは c-Si セルとして、3 本バスバー（幅：2.0 

mm）の PERC セル（寸法：156×156×0.2t mm [電極の厚さを含む]）を使用した。また、セル間

をリボン線（幅：2.0 mm、銅線厚さ：0.15 mm、メッキ厚：40 μm）でインターコネクトし、リボ

ン線同士をタブ線（幅：6.0 mm、銅線厚さ：0.23 mm、メッキ厚：40 μm）で結合して全てのセル

を直列接続した。比較のため、トップ層にガラスを用いた一般的な層構成のガラスモジュールも

製作した。図 2.3-1（左）に試験装置およびモジュールの外観を示す。モジュールの全周をアル

ミ合金製の枠で挟み、加振台に固定した。図 2.3-1（中）にランダム振動試験（JASO D 014-3: 

2014）の加速度パワースペクトル密度（PSD） vs 周波数を示す。この振動を X,Y,Z 軸方向に 8 時

間ずつ加振した。図 2.3-1 （右）に機械的衝撃試験（JASO D 014-3: 2014）の加速度 vs 時間を示

す。この加速度を各軸方向（正と負の方向）に各 10回ずつ与えた。サンプル数は各 3個とした。 
 

 

図 2.3-1 振動･機械的衝撃試験:装置外観（左）、振動試験条件（中）、機械的衝撃試験条件（右） 
 

表 2.3-2 および表 2.3-3 に標準試験条件（STC）における試験前後のモジュール最大出力 Pmaxの

劣化率を示す。ランダム振動試験（表 2.3-2）ではガラスモジュール Glass-1～Glass-3 の平均劣化

率が−1.0%であるのに対し、樹脂モジュール PC-1～PC-3 では−3.2%となり、有意な差が見られた。

機械的衝撃試験（表 2.3-3）ではガラスモジュールの平均劣化率が−0.47%であるのに対し、樹脂

モジュールでは−3.5%となり、ランダム振動試験と同様に有意な差が見られた。主に短絡電流の

低下が Pmax の劣化の原因となっており、開放電圧や F.F.の変化は小さかった。樹脂モジュールは

ガラスモジュールよりも振動時および衝撃時の振幅が大きく、固有振動数が小さい。この材料特

性が劣化の要因になっている可能性が高く、樹脂ベースのモジュールを車載太陽電池に使う場合

は注意が必要である。 
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表 2.3-2 ランダム振動試験結果 表 2.3-3 機械的衝撃試験結果 

  
 
(2) 熱衝撃試験 

モジュールのトップ層／ボトム層が、ガラス／バックシート、PC／バックシート、PC／PC で

ある 3 種類のモジュール（2×2 セルアレイ）を試験した。使用したセルおよび電気接続の構成は、

「(1) 振動試験および機械的衝撃試験」と同じである。図 2.3-2 に車載電子部品用の熱衝撃試験

（JASO D 902:2012）の槽内温度の変化を示す。比較のために通常の PV モジュールに対する温度

サイクル試験（IEC 61215-2:2016）の槽内温度の変化も併せて示す。熱衝撃試験では槽内温度が 5

分間以内に−40℃から 85℃まで（あるいはその逆に）変化し、急峻な温度変化が試験体に与えら

れる。 

 

 
図 2.3-2 JASO D 902 熱衝撃試験（左）、IEC 61215-2 温度サイクル試験（右）の温度変化比較 

 

図 2.3-3 に各モジュールの試験前後の外観、EL 画像、Pmax劣化率を示す。PC／バックシートお

よび PC／PC に顕著な劣化がみられ、PC／バックシートでは 3 個のサンプルのうち 2 個が試験後

の IV、EL 測定ができなかった。PC／PC ではすべてのサンプルが試験後の IV、EL 測定ができな

かった。これらの樹脂モジュールでは、セル間を結ぶ細いリボン線、細いリボン線が合流する太

いリボン線が変形によって断線していた。一方、ガラスモジュールでは外観および EL 画像に明

確な劣化がなく、Pmax の劣化率は 1%未満であった。PC はガラスに比べて熱膨張係数が大きいた

め、急峻な温度変化に伴う熱応力および熱変形が大きくなり、リボン線の断線が生じたものと考

えられる。樹脂ベースのモジュールを車載太陽電池に使う場合は、振動／機械衝撃と同様に熱衝

撃への耐久性においても注意が必要である。 

 

被試験 

モジュール 

Pmax劣化率

[%] 

平均劣化率 

[%] 

PC-1 −2.7 

−3.2 PC-2 −2.5 

PC-3 −4.3 

Glass-1 −1.3 

−1.0 Glass-2 −0.8 

Glass-3 −0.9 

 

被試験 

モジュール 

Pmax劣化率

[%] 

平均劣化率 

[%] 

PC-1 −3.1 

−3.5 PC-2 −3.5 

PC-3 −4.0 

Glass-1 −0.5 

−0.47 Glass-2 −0.4 

Glass-3 −0.5 
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図 2.3-3 熱衝撃試験結果 

 

(3) 鋼球落下試験 
降雹等の小さく硬い飛来物に対する耐衝撃性評価の試験規格（JIS R 3212:2015：自動車用安全

ガラス、JIS C 8917:2005：地上用太陽電池）に基づいた鋼球落下試験を実施した。ここでは、ト

ップ層樹脂／セルの組み合わせが、ETFE／結晶 Si セルおよび ETFE-PET-EVA／CIGS セルの 2 種

類のフレキシブルモジュールを試験対象とした。結晶 Siモジュールは通販サイトで入手できる安

価なタイプである。後付けの車載太陽電池を簡易的に模擬するため、図 2.3-4 に示すように乗用

車ルーフにモジュールを貼り付け、図中に示す高さから鋼球を各セルの中心に落下させた。結晶

Si モジュールは、9 セルからなるストリングごとに 4 種類の高さから鋼球を落下させ、CIGS モジ

ュールは、12 枚のセルに対して 1.0 m の高さから鋼球を落下させた。鋼球は、JIS C 8917:2005 お

よび JIS R 3212:2015 の試験で使用する質量 225 g、直径 38 mmのものを用いた。 

 

 
図 2.3-4 乗用車ルーフに貼り付けた試験モジュールおよび鋼球落下高さ 

：(a)ルーフ外観、(b)結晶 Si モジュール、(c)CIGS モジュール 
 

図 2.3-5 に、結晶 Si モジュールの試験前後の EL 画像および代表セルの外観写真を示す。落下

高さ 0.75 m 以上では全てのセルで鋼球衝突箇所にクラックが生じ、モジュール表面に衝突痕が残

った。一方、図 2.3-6 に示すように、CIGS モジュールでは高さ 1 m からの鋼球落下により表面に

衝突痕が残ったものの、EL 画像からセルの著しい損傷は観察されなかった。結晶 Si モジュール

および CIGS モジュールの厚さはそれぞれ 2.0 mm および 2.5 mm であり、樹脂およびセルの厚さ

や機械的特性が異なることが結果の差に繋がったものと思われる。 

 

- 62 -



 
図 2.3-5 結晶 Si モジュールの鋼球落下試験結果 

：(a)鋼球落下前の EL、(b)鋼球落下後の EL、(c)代表セルの外観写真 
 

 
図 2.3-6 CIGS モジュールの鋼球落下試験結果 

：(a)鋼球落下前の EL、(b)鋼球落下後の EL、(c)代表セルの外観写真 
 

2.3.3 まとめ 
車載太陽電池に必要と考えられる信頼性評価項目を調査・検討するとともに、太陽電池モジュ

ールに対して車載用電気・電子機器の振動・機械的衝撃試験、熱衝撃試験、鋼球落下試験を実施

した例を示した。いずれの試験においても性能劣化が見られたが、ガラスモジュールに比べて樹

脂モジュールではより顕著な劣化が見られた。自動車部品に特有の環境負荷に起因する劣化挙動

が、モジュールの材料や構造により大きく異なることを示しており、研究開発および製品化の過

程において、これらの試験を適宜実施することが望まれる。とくに、今回の樹脂モジュールのよ

うに従来 PV モジュールとは異なる材料・構造等を採用する場合や、モジュール形状に曲面が含

まれる場合には、セルおよびセル周囲に作用する応力が高くなり得るため 21、試験の必要性は高

くなる。結果として、車載太陽電池の試験項目は定置型太陽電池に比べて多岐にわたるが、要求

寿命は定置型より短いため、より効率的な試験方法の確立が望まれる。 
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2.4 車載太陽電池によるレジリエンス 
電気自動車および太陽電池モジュールの利点として、被災時の非常電源としての活用が挙げら

れている。レジリエンス効果については自動車に車載した太陽電池（以下、車載太陽電池）の発

電量から算定できる。ただし、レジリエンスの効果については、供給側（発電量）だけでなく、

需要側（災害救護拠点でのエネルギー需要）、車載太陽電池で得られた余剰エネルギーを災害救

護拠点へ融通・運搬する過程も等しく重要となる。とくに、エネルギー融通に関しては被災時の

社会行動も大きな影響を及ぼす。 

 
2.4.1 レジリエンスシナリオ 
定量的な議論には数値モデル化が必要となる。また、このモデル化には、どのような被災状況

で、何に対してアクションがなされ、どのような状況になったらレジリエンスとして効果があっ

たと見なすか、いわゆる勝利条件の定量化が必要である。ここでは、阪神淡路大震災でのライフ

ライン復旧の経験から、7 日間（7 日×24 時間/日＝168 時間）非常時のエネルギー需要を満たすこ

とができることとした。 
被災のタイミングは予測し難く、24 時間×365 日いつ発生しても不思議ではない。夏と冬、昼

間と夜ではエネルギー需給も異なる。このような不確かな状況を勘案した定量モデルには確率を

用いたシミュレーションが不可欠である（図 2.4-1）。また、確率モデルは、万が一に備えてレジ

リエンスに過大投資して、防災設備が活用されることなく陳腐化するといったリスクも定量的判

断のもと、排除することができる。 

エネルギー融通に関しての社会モデルでは、自発的な融通を前提とした。車載太陽電池であれ

ば、放置しても蓄電池に電気エネルギーが蓄積されるため、公共財供与に対する心理的バリアが

低くなることが期待される。なお、宮崎大学が実施した近隣学区住民へのアンケート調査ではお

よそ 40%が被災時に充電された電力を防災拠点へ供与することに対し肯定的であるとの調査結果

が得られている 11。 

 

 
図 2.4-1 確率モデルによる被災時余剰エネルギーの活用モデル 
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自発的なエネルギー提供は、自治体の防災計画などで整備された防災拠点インフラ用というよ

り、公共財としての特性を活かした使い方が好ましいと考える。したがって、図 2.4-2 のように、

非常用電源などで運用されることを前提とした従来型防災インフラを補完する使い方を想定した。 

 

 
図 2.4-2 自発的提供エネルギーによるレジリエンスの補完関係 

 

表 2.4-1 にレジリエンス効果の算定に用いたパラメータを示す。 
想定地区は宮崎県宮崎市の住宅地とし、太陽光発電搭載車両の台数は 200～1,600台とした。太

陽電池モジュール容量は 400 Wp とし、曲面補正を考慮したパフォーマンスレシオは 0.9、車両の

エネルギー効率（電費）は 8.33 km/kWh、蓄電池容量は 40 kWhとした。太陽光発電に寄与する日

射量について、道路（融雪時）や周辺遮蔽物による反射率も考慮した。電力の需要として、モバ

イルデバイス充電、スポット空調機、医療機能を有する臨時救護所を想定した。 
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表 2.4-1 計算に用いたパラメータ一覧 

パラメータ 詳細説明 値 

想定地区 宮崎市、住宅地 
87376（METPV インデ

ックス） 

太陽光発電搭載車台数 
モンテカルロシミュレーションの

初期値（自然数） 
200～1600 台 

太陽電池モジュール定格効率  22% 

太陽電池モジュール被覆投影面積  1.8 ㎡ 

太陽光発電パフォーマンスレシオ 曲面補正など（温度補正は別途） 90% 

温度補正係数  -0.328%/K 

電力マネージメント効率  93% 

MPPT 効率  95% 

電費  8.33 km/kWh 

蓄電池容量  40 kWh 

道路の反射率 車体鉛直面への反射率 0.08 

積雪時の道路の反射率 
積雪＞10 cm での積雪面から車体

鉛直面への反射率 
0.9 

周辺遮蔽物の反射率 ビル壁面など 0.25 

モバイルデバイス充電端末数 歩行圏内（1 km）に配置 25 

モバイルデバイス充電端末必要設

備容量 
24 時間（定数値） 各々0.2 kW 

スポット空調機必要台数  6 台 

スポット空調機設備容量 24 時間（定数値） 2.2 kW （6 馬力） 

医療機能を有する臨時救護所  1 ヶ所 

医療機能を有する臨時救護所の電

力需要 
時間帯により変動 

0.36 kW  00:00 – 06:00 

1.61 kW 06:00 – 17:00 

4.47 kW 17:00 – 21:00 

0.36 kW 21:00 – 24:00 

公共財提供地点までの走行距離  5 km 
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2.4.2 車載太陽電池によるレジリエンス拠点としての効果 
下記のシナリオを想定し、車載太陽電池によるレジリエンスの有効性、およびこれが機能する

ための必要要件を検討した。 

1.某日某時に P 市 V 地区で災害発生（乱数で与える） 

2.最初の数時間で従来の防災インフラに加え,下記開設。 

・ 臨時救護所 1 箇所 

・ モバイル機器臨時充電所 25 箇所 

・ 公民館などのへの空調電力供給 6 箇所（各 4 馬力） 
3.臨時施設へ移動した電気自動車の一部が自発的に蓄電池化 

4.必要に応じて臨時施設間を移動し,電力融通 

5.地域住民が保有する太陽光発電システム搭載自動車のうち（1 時間毎更新） 

・ 車載蓄電池残量が 90%以上 

・ 上記のうち、5%のドライバーが上記施設に電力融通 

・ 供給地点まで自前の電力で運転し, 
・ 蓄電池残量 50%になるまで電力融通 

・ 自前の電力で帰る 

本シナリオは、車載太陽電池によってほぼ満充電の状態の自動車所有者の 5%が余剰エネルギ

ーを供給するといった、無理強いしない自発的エネルギー提供を想定した。 

一方、被災時に必ずしも全ての車両が満タンに充電されているわけではない。また、被災後に

晴天が続き潤沢に日射が供給されるとは限らない。車両によっては常に日影に留め置かれること

もあり得る。そのため、想定地域内の全車両一台毎に被災時での充電残量、日影状況を確率モデ

ルで与えることとし、特に各車両の充電量初期値は乱数で与えることとした。加えて、車両所有

者が余剰エネルギー提供を行うか否かについても上記確率のもと、乱数で与えた。 

結果を図 2.4-3 に示す。車載太陽電池により、放置しておいても電力がたまり、余剰エネルギ

ーが発生しやすくなることにより、被災地でのバッテリー搭載車の必要台数が半分となる。 

 

 
図 2.4-3 同一容量バッテリーでの太陽電池搭載車と EV の必要台数（半径 5km 圏内） 
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2.4.3 太陽光発電システム搭載自動車の余剰電力の融通量に応じた必要車両台数 
被災時には利己的な行動により、車載太陽電池あるいは EV バッテリーに充電された電力を自

家使用し、公共財へ提供することはない、といった考え、あるいは災害例もあり得る。そこで、

自家使用し、それでも余った電力を供与するといった前提で、一定のレジリエンス効果を得るこ

とを前提とし、太陽光発電システム搭載自動車の余剰電力の融通量に応じた必要車両台数を検討

した。 

結果例を図 2.4-4に示す。縦軸、横軸の定義は図 2.4-3 と同一である。例えば、70-20%とはバッ

テリーの余剰電力が 70%以上なら 1%の確率で残量が 20%となるまで電力を供給することを指す。 
 

 
図 2.4-4 車載太陽電池での余剰電力を優先して自家使用した場合の EV の必要台数 

 
このように、自家消費を行う上に、利己的判断で提供確率が下がった場合、公共財への提供機

会が下がるため、図 2.4-3 と比べて、EV 台数が増えても災害拠点の必要電力をライフラインが復

旧するまで維持できる確率はなかなか上がらない。パラメータをいろいろ変えてみて数値実験し

た結果、太陽光発電システム搭載自動車 1 台あたりの電力融通量を増加させることが有効という

ことである。つまり、60%-30%ではなく、蓄電池残量が 20%になるまで融通、あるいは、70%-

20%ではなく、蓄電池残量が 60%であっても融通という行動に導くインセンティブを付与するこ

とが効果的である。 

 

2.4.4 まとめ 
電気自動車に太陽光発電を搭載することにより、非搭載の場合と比較してレジリエンス効果を

高めることができる。 

しかしながら、このような効果を引き出すため、公共財を前提とした政策にはインセンティブ

設計が重要である。特に、利己的判断等により、余剰電力の提供確立が低下した場合には、提供

者に対して十分なインセンティブを供与する制度設計が重要である。 
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第 3 章 まとめ（得られた知見と今後の課題・展望） 
 
太陽光発電システム搭載自動車への取り組みは国内外で活発化してきている。 

本報告書では、太陽光発電システム搭載自動車を巡る動向を概観し、普及により期待される効

果を試算するとともに、太陽光発電システム搭載自動車の実用化に向け、NEDO が中心となり実

施してきている事業について、一部ではあるが、成果の概略を示した。 

以下に、前章までに示された知見を総括するとともに、今後の課題と展望を示す。 

 
3.1 得られた知見 
3.1.1 太陽光発電システム搭載自動車を巡る動向と期待される効果 

乗用車への太陽電池搭載は古くは車内換気用で始まったが、今では発電電力が駆動用（車両走

行）に利用されるようになった。近年、太陽電池出力の増強に加え、搭載される車両の範囲が広

がり、具体的な効果に対する関心や期待も高まってきている。 

・ 定格出力 200 W 程度の太陽光発電を搭載した乗用車は市場化されており、小型車両や商用

車、トラック・トレーラー等の大型車両へと拡がりを見せ始めている。大型車両への太陽光

発電搭載は、日米欧で実証事業が開始されており、近い将来の市場化が期待される。 

・ 乗用車への太陽光発電搭載はやや踊り場の感もあるが、出力 1 kW 規模の太陽光発電搭載自

動車の市場化に向けた取組が継続されている。 

・ 日本における太陽光発電システム搭載自動車（乗用車：電気自動車およびプラグインハイブ

リッド自動車）による効果として、普及が促進されるケースにおいて、2050 年における普

及台数は 3,000 万台を上回り、2040 年代に 50 万トン/年を上回る CO2 排出削減が期待され

る。 

・ また、2050 年において 17 TWh 相当の外部からの充電電力削減効果が期待され、これによ

り、外部からの充電頻度が延べ 1 億回程度削減され、ユーザーにとっての利便性や充電イン

フラ整備等の社会コストの低減に寄与することができる。 

 
3.1.2 太陽光発電システムを搭載した乗用車の実証走行 

太陽光発電システム搭載による効果は、太陽電池出力や車両の走行パターン、走行・駐車環境

のほか、車種によっても異なってくる。太陽光発電システムを搭載した乗用車の実証走行試験は

現在も継続的に実施されており、今後も様々な結果や課題が見出されてくるが、これまでの結果

から以下の知見が得られている。 

 
(1) プラグインハイブリッド自動車（太陽電池出力：860 W）（発電電力量と走行可能距離、曲面

を有する車載面の日射量・発電量の評価） 
・ 主に名古屋市で実施した、高速道路を中心に午前・午後にそれぞれ 35 km 走行する実証走

行において、車両走行電力消費率は約 10.1 km/kWh と計測された。午前走行時の消費電力が

補われ、日中駐車時に車載太陽電池による充電が行われるが、2020 年 6 月の計測日（晴天

日）の太陽光発電電力量は約 4 kWh/日、この電力により 30 km/日の走行が可能であること

が確認された。 

・ 車両に取り付けた日射計で測定された日射量と走行距離の相関を見ると、太陽光発電電力

- 71 -



による走行距離と 1 日当たり日射量は比例関係にあり、2021 年 9 月の計測において、その

定数は 5.9 km/(kWh/m2/日)であった。季節による電力消費率の変化を考慮する必要はあるが、

例えば、東京の年間日射量は約 1,200 kWh/m2/年であり、860 W の太陽電池を車載すること

により、計算上では年間約 7,080 km の走行が可能ということになる。 

・ また、静岡県南東部（沿海部～山間部）における実証走行による取得データから、走行環境

による日射遮蔽（影）に加えて考慮すべき車体曲面による発電電力補正係数を分析し、エン

ジンフード：0.952～0.971、ルーフ前方：0.968～0.975、ルーフ後方：0.965～0.968、リア：

0.966～0.971 となった。 
 

(2) 電気自動車（太陽電池出力：1,150 W）（発電電力量と充電頻度削減効果、日射変動に対する

性能の評価） 
・ 公道走行による電力消費率実績（6 km/kWh 程度）と、日射量データベースに基づく発電量

推計（横浜市を想定）により、太陽光発電による走行可能距離は年間 7,100 km となる。季

節による発電量や電力消費量の違いにより、太陽光発電電力による冬の走行可能距離は、夏

と比較すると半分程度となる。 

・ 実証走行による太陽光発電電力量、電力消費率および走行距離から充電頻度を算出したと

ころ、太陽光発電により充電不要となる運用を達成できるのは走行距離が 50 km までであ

る。 

・ 休日のみの利用（25～200 km/日の走行を想定）では、太陽光発電が平日に発電した電力を

全て蓄電しておくことができないため、結果として十分に活用できていないが、平日と休日

に 5～100 km/日走行するパターンでは、太陽光発電電力を十分に活用することが可能で、

走行距離 50 km/日以上であっても、大幅に年間充電回数を削減することが可能となる。平

日の通勤利用では、通勤距離が片道 10 km の場合は充電不要、片道 25 km の場合にも年間

充電回数を 48%程度低減可能であることが示された。 

・ 走行中に車両にかかる影に対し、発生頻度が多いと考えられる前後方向に流れる影への対

策として、車両横方向（走行方向に対して垂直）をセルの直列方向とすることでモジュール

電圧を維持し、モジュール電流の低下による発電電力の低下を低減することができる。 

・ 日影と日向を繰り返すような条件においては、MPPT 制御探索開始電圧を高くすることによ

り、MPPT 制御の応答性が向上し、MPPT 電圧が 38 V 程度の場合、探索開始電圧を 20～35 

V にすることで、MPPT 達成率を 97%以上にすることが可能となる。 

 

3.1.3 太陽光発電システムを搭載した商用車の実証走行 
商用車には様々な車種、用途があり、車両形態や車両の運用形態に加え、発電電力の使用形態

も多岐にわたり、これらは発電性能に大きく影響し、太陽光発電搭載の効果も大きく変動すると

考えられる。これらの影響を考慮した発電量の推定や太陽光発電を搭載した移動体の市場投入効

果の推定にむけた取り組みが実施されている。 

 

(1) 電動商用車（太陽光発電搭載による実証走行と設計技術の開発） 
・ 電動商用車に太陽電池モジュールあるいは日射計を搭載し、実走行時の発電量や日射量、車

両の電力消費量を計測し、太陽光発電搭載効果を検証するためのデータを取得している。 
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・ 福島県内事業者の協力により実施した実証実験においては、小型商品配送車（平均走行距

離：15 km/日、屋根面積約 2.7 m2）、商品配送トラック（平均走行距離：30 km/日、屋根面積

約 10 m2）にそれぞれ効率 20%の太陽電池モジュールの搭載を想定すると、小型商品配送車

では車両の年間電力消費量の 44%、商品配送トラックでは 35%を太陽光発電から供給する

ことが可能と推測され、定格 1.12 kW の太陽電池モジュールを搭載したコミュニティバス

（平均走行距離：50 km/日）では、太陽光発電により、年間電力消費量の 13.5%を供給する

ことが可能と推測された。 

・ 並行して、車両が消費する電力消費量、蓄電池充放電量のシミュレーションモデルを開発し

ている。太陽光発電電力量推定と融合することで、車両蓄電池の SOC シミュレーションを

行うことが可能となり、太陽光発電搭載効果の推定や、蓄電池搭載量・充電制御機構設計等

へのフィードバックが可能となる。 

 

(2) 内燃機関走行トラック・トレーラー（太陽光発電搭載による効果の定量評価技術の開発） 
・ 全国を走行する商用車（2024 年 12 月 18 日時点で 200 台）に太陽光発電（フィルム型 CIGS

太陽電池モジュール：300 W あるいは 500 W）を搭載し、発電量を常時モニターすることに

より、経路に偏らない車載太陽光発電のポテンシャルを把握するとともに、これまで研究開

発されてきた車載太陽光発電の発電量予測技術の実証を行っている。 

・ 車両の日射量は、山間部を走行するか、郊外を走行するかなど、走行モードにより定置と比

較して低下するが、共通の車載面日射量モデル・発電量モデルで算出することが可能である。 

・ 7 台のトラックの走行実績から燃料削減効果を算定したところ、11 月に限定した計測結果

であるが、燃料削減効果はアイドリングでのオルタネータ動作抑制が主で、燃費に換算して

5%改善したと算定される。季節変動を考慮すれば、太陽光発電量および燃料削減効果は約

1.6 倍、つまり 8%の燃料削減効果が期待できる。 

 

3.1.4 乗用車搭載用太陽電池モジュールの信頼性評価 
自動車に搭載される太陽電池は建物屋根や地上などに定置される従来の太陽電池とは異なる使

用環境に晒される。そこで、車載太陽電池に必要と考えられる信頼性評価項目を調査・検討する

とともに、自動車部品向け信頼性試験が実施されている。 

・ 一般的な地上用太陽電池と自動車部品の規格における評価項目を見ると耐久性や信頼性に

対する要求が異なり、例えば、自動車部品のみで規定されている試験には機械的衝撃、熱衝

撃があり、振動試験は地上用太陽電池と自動車部品の両方で規定されているが、車載用電

気・電子機器では搭載部位と車種に応じた振動試験、機械的衝撃試験の条件が細かく定めら

れている。 

・ 車載用電気・電子機器の振動・機械的衝撃試験、熱衝撃試験、鋼球落下試験を実施したとこ

ろ、ガラスモジュールに比べて樹脂モジュールではより顕著な劣化が見られた。自動車部品

に特有の環境負荷に起因する劣化挙動がモジュールの材料や構造により大きく異なること

を示しており、研究開発・製品化の過程において、これらの試験を適宜実施することが望ま

れる。 
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3.1.5 乗用車への太陽光発電搭載によるレジリエンス効果 
災害等による非常時において、電気自動車や太陽光発電はいずれも系統遮断等が生じた地域の

非常用電源としての役割を果たし得る。太陽光発電システム搭載自動車は、日中に発電する太陽

光発電と外部からの充電が必要な電気自動車の蓄電池を組み合わせた効率的な独立電源となる。 

・ 電気自動車の利点として、被災時の非常用電源としての活用が挙げられるが、太陽光発電の

搭載により、非搭載の場合と比較してレジリエンス効果を高めることができる。 

・ レジリエンスの効果は、供給と需要のバランスに加え、車載太陽電池で得られた余剰エネル

ギーを災害救護拠点へ融通・運搬する過程も重要となり、被災時の社会行動も影響を及ぼす。 
・ 車載太陽電池の効果を引き出すためには、公共財としての特性を活かした使い方が好まし

いと考えられるが、インセンティブ設計が重要である。 

 

3.2 今後の課題と展望 
2050 年のカーボンニュートラルに向け、運輸部門へのニーズは大きく、中でも自動車部門にお

ける取り組みが非常に重要となる。太陽光発電システム搭載自動車は、走行用電力を太陽光発電

から直接供給することによる CO2 排出削減効果に加え、電気自動車普及の阻害要因の一つとされ

る充電頻度を低減することが可能となり、ユーザーにとっての利便性を改善することができる。 

出力 1 kW 規模の太陽光発電を搭載する乗用車では、太陽光発電電力により約 7,000 km/年の走

行が可能となり、CO2 排出削減に加え、外部からの電力充電の最小化（省電力および充電頻度低

減）につながる。乗用車への太陽光発電搭載は、現時点では、期待できる効果に対して経済性が

及ばないが、自動車への搭載は小型車両や商用車、トラック・トレーラー等の大型車両へと拡が

り、大型車両への太陽光発電搭載は近い将来の市場化が期待される。 

自動車への太陽光発電搭載に係る電気的な設計技術は向上し、車両走行時の周辺建物等による

日射遮蔽や太陽電池モジュールの設置面積や設置場所の広がり、車体曲面等による影響を評価す

る手法や発電電力量の予測手法の精度も向上している。また、車両の走行パターンとともに太陽

光発電搭載の効果を左右する蓄電池について、商用車に太陽光発電を搭載する際の蓄電池の SOC

をシミュレーションし、蓄電池容量や充放電制御等の設計を支援するモデルが開発されつつあり、

乗用車向けにも適用可能となることが期待される。 

乗用車屋根搭載用等のモジュールは開発途上であるが、自動車部品に特有の環境負荷に起因す

る劣化挙動はモジュールの材料や構造により大きく異なる。車載太陽電池は定置型に比べて要求

寿命は短いが、必要な試験項目が多岐にわたり、効率的な試験方法の確立が望まれる。 

以上の知見を踏まえ、太陽光発電システム搭載自動車の実用化に向けた課題と展望を示す。 

 
3.2.1 今後の課題 

太陽光発電システム搭載自動車の実用化に向けた取り組みは世界各国で活発化しており、欧州

では本格的実用化に向けた技術開発の KPI を設定して、取り組みを強化している。 

日本においても、公道における実証走行をはじめ、様々な技術開発により、太陽光発電システ

ム搭載自動車による効果や課題が実フィールドにおいて確認・検証され、様々な知見が得られて

きているが、太陽光発電システム搭載自動車の本格的実用化に向けては、実証走行による継続的

なデータ取得と解析、モジュール設計・開発技術、実用化を支える評価技術・試験方法の確立、

システムとしての低コスト化など、表 3.2-1 のような取り組みをさらに加速させていく必要があ
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る。 

商用車も含めた太陽光発電システム搭載自動車の実証走行を継続的に実施し、様々なデータを

取得し、それらのデータの分析精度を向上させることにより、信頼性の高い効果予測や設計技術

を導くことができる。あわせて、太陽光発電のみならず蓄電池特性も含めた車両性能を的確に把

握・分析することにより、車両としての設計の最適化が可能となる。 

また、多様な車両に適合していくため、様々なタイプや形状の太陽電池モジュール設計ならび

にシステム化技術を進展させていくこと、ならびに、車両の一部となる太陽電池モジュールの発

電設備および自動車部品として求められる性能およびその標準化、性能試験方法などを開発して

いくことが必要であり、これらはガイドラインや標準仕様として定めていくことが望まれる。 

そして、ユーザーに受け入れられるための太陽光発電システム搭載自動車、ならびに太陽光発

電システム機器としての価格水準を把握し、その実現に向けたコスト低減が非常に重要となる。 

 

表 3.2-1 太陽光発電システム搭載自動車の本格的実用化に向けた課題と取り組み 
太陽光発電システム

搭載自動車の実証走

行と効果の検証 

・多様な太陽光発電システム搭載自動車の開発と実証 

・様々な地域や環境、走行パターンによる実証走行を通じたデータの取得と

解析 

・シミュレーションモデル等を活用した効果予測 

：燃費削減、二酸化炭素削減、電費削減、経済効果、社会的な効果等 

・実証走行を通じた効果検証と設計技術への反映 

太陽光発電システム

搭載自動車設計技術

の確立 

・実証走行や効果検証に基づく、太陽光発電システム搭載自動車設計の最適

化 

：蓄電池特性も考慮した太陽光発電システム搭載システム設計 

：蓄電池フル充電時における太陽光発電電力の有効利用（外部への供給：

V2X） 

モジュール設計と解

析、システム化技術の

開発 

・高耐久性・超軽量フレキシブルモジュールの設計および開発 

：機械的ストレスや雹に耐性を有するモジュール 

：車載用としての振動対策、部分影対策、外観の調整 

：フレキシブル性の向上（→車載、営農、建材などの用途拡大に応用可能） 

・3D 曲面 PV の評価・実証データ解析と最適化設計技術開発 

：3D 曲面 PV の内部応力等の評価解析 

：車体形状に応じた、性能、耐久性を両立したワンストップソリューショ

ン技術開発 

：ペロブスカイトなどの次世代太陽電池の特性を生かしたシステム設計 

性能評価試験方法の

開発 

・曲面モジュールの電気的、機械的性能の試験方法の開発と標準化 

・自動車部品としての信頼性評価項目の特定と試験方法の開発、標準化 

実用化に向けたコス

ト低減 

・搭載車種やモジュール種類などに応じたモジュール・システムコスト目標

の設定 
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3.2.2 今後の展望 
図 3.2-1 に、日本、米国、中国における種々の自動車の 1km 走行当りの CO2排出量の比較 1を示

す。クリーンな自動車として期待されている電気自動車においても、太陽光発電等再生可能エネ

ルギーの導入が必須である。このような背景もあり、太陽光発電システム搭載自動車の開発が重

要である。米国エネルギー省のシナリオ 2によれば、2050 年には、太陽光発電は電力の 45%を占

め、1,600 GW の累積導入量で、輸送分野はその 20%、320 GW の累積導入量を見込んでいる。 

 

 
（ICE：内燃自動車、FCV：燃料電池自動車、HEV：ハイブリッド自動車、BEV：電気自動車、PV-EV：太陽光発電システム搭載自動車（電動車両）） 

図 3.2-1 日本、米国および中国における種々の自動車の 1km 走行当りの CO2排出量の比較 
 
車載用太陽電池として、まず、高性能化が要求される。図 3.2-2 に、1 日 30km の走行に要求さ

れる太陽光発電システム搭載自動車の太陽電池モジュール設置面積とモジュール効率の試算結果

（国内でも日射の良好な名古屋市の平均日射量 4 kWh/m2/day と自動車の電費（km/kWh）のパラ

メータとして計算）3を示す。現行の乗用車の屋根とボンネットをフルに利用できるとしても、少

なくとも 30%以上の発電効率が必要であることがわかる。太陽電池の高効率化は、走行距離ばか

りでなく、太陽光発電システム搭載自動車の CO2排出量の削減にも有効である。 
図 3.2-3 に、太陽光発電システム搭載による電気自動車の CO2 排出量削減効果に及ぼす太陽電

池の高効率化のインパクト 4を示す。運輸部門からの CO2排出量は全世界の排出の約 24%を占め、

その中の約 44%が乗用車からの排出と報告されており 5、CO2排出量の削減の意義は大きい。電費

10 km/kWh の場合、効率 30%の太陽電池モジュール搭載により、約 63%の CO2排出量の削減が期

待される。図 3.2-3 に示すように、太陽光発電システムを搭載したプリウス実証車の場合（電費は

9.35 km/kWh）、約 62%の CO2 排出量の削減が実証 6されている。太陽電池の高効率化は電気自動

車の充電コストや充電回数の低減にも有効であり、電費 10 km/kWh の場合、効率 30%の太陽電池

モジュール搭載により、年間約 150 USD の充電コスト削減が期待される 4。 
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図 3.2-2 1 日 30km 走行に要求される太陽電

池搭載自動車の太陽電池パネル設置面積

とモジュール効率 

図 3.2-3 太陽電池搭載による電気自動車の

CO2排出量の削減効果に及ぼす太陽電池

の高効率化のインパクト 
 

太陽光発電システムの低コスト化も、太陽電池搭載自動車の広範な普及に必須である。トヨタ

自動車㈱の顧客 5,000 名の調査 7によれば、図 3.2-4 に示すように、効率 30%、コスト 1.5 USD/W

の太陽光発電システム搭載自動車が開発されれば、約半数の顧客が高い関心を示している。 

図 3.2-5 には、車載用太陽電池のオプション価格とコスト低減の方向性を示す。トヨタ自動車㈱

が販売している太陽光発電システム搭載自動車（2009 年のプリウスから 2022 年 bZ4X まで）にお

ける太陽光発電システム搭載のオプション価格は 21.6～28.6 万円で、4,000 円/W から 1,200 円/W

へと低減している。太陽電池出力 200 W では、前述したように、太陽光発電システム搭載自動車

の魅力は低く、1 kW 規模の太陽電池を 20～30 万円で提供する必要がある。このためには、図 3.2-

4 にも示したように、モジュールコスト 1.5 USD/W 以下の実現が必要と考えられる。 

 

  
図 3.2-4 トヨタ自動車の顧客の高効率・低

コスト太陽電池に対する期待 
図 3.2-5 車載用太陽電池コスㇳの方向性 

 

太陽光発電システム搭載自動車の本格的な実用化に向けては、太陽電池、自動車車両の開発・

製造を手掛ける企業やステークホルダーが一体となって取り組んでいくことが必要となる。その

ためには、太陽光発電のみならず、中長期的な自動車の走行技術や市場に関するロードマップに

おいても、図 3.2-6 に示すように、太陽光発電システム搭載自動車が、将来の主要な自動車として

位置づけられることが望まれる。 
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（ICE:内燃自動車、HEV:ハイブリッド自動車、PHEV:プラグインハイブリッド自動車、BEV:電気自動車、FCEV:燃料電池自動車、SEV:太陽光発電搭載自動車） 

図 3.2-6 各種自動車の変遷 8と今後の予想 
 

太陽光発電システム搭載自動車への取り組みは活発化しているものの、実用化に向けた道筋は

緒についた段階である。また、太陽光発電技術開発同様に、電動車両の開発に向けた取り組みも

世界各国で活発化し、競争が激しくなっている。 

太陽光発電、自動車双方の視点に沿った取り組みを継続的に展開し、太陽光発電システム搭載

自動車の普及拡大を実現するとともに、その市場拡大を契機とした国内関連産業の活性化につな

がっていくことが期待される。 
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